
地盤の支持性能について 
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3.3 敷地の地下水位分布及び耐震評価における地下水位設定方針 

3.3.1 敷地の地下水位分布 

(1) 敷地の水文環境 

敷地は，北側が海に面し，その他は山地に囲まれている。敷地の地形は，沿岸低

山地と後背山地に大別され，沿岸低山地は標高約 80m 以下の山地で，緩慢な山頂面

から海に急傾斜している。また，後背山地は標高約 80～160m の山地で，開折谷が

発達しており，中央が扇状に大きく広がっている。 

山側に降った雨は，蒸発散分を除き，表面水として敷地へ流入するものと盛土

や岩盤内に浸透し地下水として敷地に流入するものに分かれる。表面水は排水路

を通じて海へ排水される。また，地下水は主要建物周辺に設置した地下水位低下

設備（既設）により集水後，排水路へ排水される。 

なお，今後，地下水位低下設備の新設に伴う集水範囲の変更や，防波壁周辺の

地盤改良等により，敷地内の地下水の流動場は従前の山から海に向かう１方向流

れから将来的に変化すると考えられる。発電所周辺の分水嶺の状況を図 3.3－1

に，主な地表水の流れを図 3.3－2 に示す。 
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図 3.3－1 発電所周辺の分水嶺の状況 

 

 

図 3.3－2 発電所周辺の主な地表水の流れ 

  

分水嶺

主な地表水の流れ
発電所周辺の空中写真
出典：国土地理院（2007年撮影）

島根原子力発電所周辺の空中写真
出典：国土地理院（2009年撮影）
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(2) 観測記録 

敷地の地下水位分布を把握するため，施設近傍に地下水位観測孔を設置し，地下

水位の連続観測を実施した。 

地下水位の観測記録＊は，降雨記録と併せて，3.3.2 にて詳述する設計地下水位

の設定において参照する浸透流解析モデルの検証に活用する。 

観測孔は，EL 8.5m 盤，EL 15.0m 盤及び EL 44.0m 盤に設置している。 

図 3.3－3 に地下水位観測孔位置図，表 3.3－1 に地下水位観測孔の設置状況を，

表 3.3－2 に観測水位一覧表を示す。 

観測水位の最高水位と平均水位の差分は，地下水位低下設備（既設）周辺の観測

孔や山側の観測孔で相対的に大きく，海に近接する観測孔において相対的に小さく

なっている。この要因として，敷地内より水位の低い海水面との釣り合いにより，

海に近接する観測孔では地下水位の変動が相対的に小さくなっていることが考え

られる。 

 

注記＊：一定期間の連続観測データを対象としており，観測期間中に工事や地形改変

等の影響を受ける可能性があるデータは除外する。例えば，ボーリング調査

実施時などに確認された孔内水位は，施工時の注水影響等を含む可能性があ

るため検証データには含めていない。 

なお，観測水位には地下水位低下設備（既設）の効果が含まれているが，今

後実施する地下水位低下設備（新設）等の効果は含まれていない。 

  

678



 

4 

 

 

図 3.3－3 地下水位観測孔位置図 

 

表 3.3－1 地下水位観測孔設置状況 

（単位：EL m） 

孔 No. 1 2 3 4 5 6 7 

孔口標高 8.6 15.0 8.5 8.6 8.5 15.0 46.5 

岩盤標高 -6.9 14.5 -12.3 -8.7 -4.8 -0.9 31.9 

水位計標高 -9.6 -9.1 -13.5 -10.6 -6.5 -3.2 -3.5 

孔底標高 -15.9 -11.0 -16.5 -13.7 -10.6 -10.7 -16.0 
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表 3.3－2 観測水位一覧表 

 

 

  

観測孔 観測期間 
観測水位 

（EL m） 

観測最高 

地下水位 

計測時期 

備考 

No.1 
2014.11.1～ 

2022.1.31 

最高 1.79 
2018.6.29 EL 8.5m 盤 

平均 0.58 

No.2 
2014.11.1～ 

2022.1.31 

最高 3.59 
2018.10.1 EL 15.0m 盤 

平均 -3.09 

No.3 
2014.11.1～ 

2022.1.31 

最高 1.67 
2021.7.12 EL 8.5m 盤 

平均 0.83 

No.4 
2014.11.1～ 

2022.1.31 

最高 4.03 
2020.7.14 EL 8.5m 盤 

平均 2.40 

No.5 
2014.11.1～ 

2022.1.31 

最高 4.12 
2020.7.14 EL 8.5m 盤 

平均 2.01 

No.6 
2014.11.1～ 

2022.1.31 

最高 8.66 
2021.7.12 EL 15.0m 盤 

平均 -0.64 

No.7 
2014.11.1～ 

2022.1.31 

最高 7.97 
2018.7.7 EL 44.0m 盤 

平均 4.83 
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3.3.2 耐震評価における設計地下水位設定方針 

(1) 設計揚圧力及び設計地下水位の設定方針 

防波壁の設置及び地盤改良を実施したことにより山から海に向かう地下水の流

れが遮断され敷地内の地下水位が上昇するおそれがあること及び地下水位低下設

備（既設）の保守管理性が低いことを踏まえ，建設時から地下水位低下設備を設

置していた原子炉建物等の建物・構築物に作用する揚圧力の低減を目的とし，地

下水位を一定の範囲に保持するため，信頼性（耐久性・耐震性・保守管理性）を

満足する地下水位低下設備を新設する。なお，建物・構築物に対する液状化影響

の検討については，設置した地下水位低下設備（新設）により一定の範囲に保持

された地下水位を前提とする。 

地下水位低下設備（新設）にて集水された地下水は揚水ポンプ及び構内排水路

を経由して海域へと流下させる＊1。 

耐震評価において，地下水位の影響を受ける施設（以下「評価対象施設＊2」とい

う。）のうち，建設時から地下水位低下設備を設置していた原子炉建物等の建物・

構築物については，地下水位低下設備（新設）を設置し，建物基礎スラブ底面レベ

ル以深に地下水位を維持する。なお，水圧のうち揚圧力については建設工認時の設

計揚圧力を考慮する。また，評価対象施設のうち表 3.3－3 に示す屋外重要土木構

造物等においては，自然水位＊3 より保守的に高く設定した水位又は地表面にて設計

地下水位を設定し水圧の影響を考慮する。 

なお，防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の設計地下水位について，設置変更許可時の

構造成立性検討においては，港湾基準に準拠して防波壁より陸側の設計水位は残留

水位としていたが，詳細設計においては屋外重要土木構造物等と同様に保守性を確

保し高めに設定する。（防波壁（逆Ｔ擁壁）及び防波壁（波返重力擁壁）について

は，構造成立性検討時より陸側の設計地下水位は地表面に設定しており，詳細設計

においても同様の設定とする。） 

評価対象施設の配置を図 3.3－4 に示す。 

 

注記＊1：地下水位低下設備（新設）から汲み上げた地下水は，敷地内の屋外排水路を

通じて防波壁の下部を横断し海域に排水する。排水経路のうち流末部の一部

となる敷地側集水桝，屋外排水路（防波壁横断部）及び出口側集水桝につい

ては，基準地震動Ｓｓによる地震力に対し機能維持を図る。また，地下水位

低下設備（新設）から敷地側集水桝の範囲については，地震時の変位及び不

等沈下に追随する可撓性を有した排水管を設置し排水経路を確保する。

(「NS2-補-023-11 地下水位低下設備の設計方針に係る補足説明資料」にて

説明）  
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＊2：評価対象施設は，EL 8.5m盤，EL 15.0m盤，EL 44.0m盤及びEL 50.0m盤エリ

アに設置される設計基準対象施設及び常設耐震重要重大事故防止設備，常設

重大事故緩和設備又は常設重大事故防止設備（設計基準拡張）（当該設備が

属する耐震重要度分類がＳクラスのもの）が設置される重大事故等対処施設

（特定重大事故等対処施設を除く）。 

＊3：自然水位とは，地下水位低下設備等の人為的な措置の影響が含まれない地下

水位を指す。浸透流解析結果により地下水位を設定する際には，地下水位低

下設備の機能を考慮しない。 
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表3.3－3 地下水位低下設備（新設）の機能に期待しない評価対象施設 

 

  

分 類 屋外重要構造物等が示す設備 

建物・構築物 

○ 地下水位低下設備（新設）の効果が及ばない範囲に設置

されている以下の建物・構築物 

  ・ 緊急時対策所 

・ ガスタービン発電機建物 

  ・ サイトバンカ建物（増築部含む） 

屋外重要土木構造物 

○ Ｓクラスの機器・配管系を間接支持する機能若しくは非

常時における海水の通水機能を求められる設備のうち以

下の設備 

  ・ 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） 

  ・ Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク格納槽 

  ・ 屋外配管ダクト（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク～

原子炉建物） 

 ・ 屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽） 

○ Ｓクラスの機器・配管系を間接支持する支持機能，非常

時における海水の通水機能及び止水機能を求められる設

備のうち以下の設備（海域に設置され，地下水位の影響

が無い取水口及び取水管は除く） 

・ 取水槽 

「常設耐震重要重大事故

防止設備又は常設重大事

故緩和設備が設置される

重大事故等対処施設」に

該当する土木構造物 

  ・ 取水槽 

  ・ Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク格納槽 

  ・ 第１ベントフィルタ格納槽 

  ・ 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 

  ・ ガスタービン発電機用軽油タンク基礎 

  ・ 屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク

～ガスタービン発電機） 

「常設耐震重要重大事故

防止設備及び常設重大事

故緩和設備」に該当する

土木構造物 

  ・ 緊急時対策所用燃料地下タンク 

「常設重大事故緩和設

備」に該当する土木構造

物 

○ 設計基準事故対処設備の一部を流路として使用する土木

構造物のうち以下の設備 

  ・ 取水槽 

浸水防護施設 

○ 津波防護機能を有する施設及び浸水防止機能を有する土

木構造物のうち以下の設備 

  ・ 防波壁 

  ・ 防波壁通路防波扉 

  ・ １号機取水槽流路縮小工 

683



 

9 

 

 

図 3.3－4 屋外の評価対象施設の配置図 

 

(2) 浸透流解析を用いた設計揚圧力及び設計地下水位の設定方法 

上記(1)に示す設計揚圧力及び設計地下水位の設定方針を踏まえ，目的に応じて

地下水位低下設備（既設，新設）の機能について考慮の有無を整理した上で，浸透

流解析により設計揚圧力及び設計地下水位を設定する。ここでは，浸透流解析によ

り設計揚圧力及び設計地下水位を設定する手順について説明する。 

設計揚圧力及び設計地下水位の設定フローを図 3.3－5 に示す。 
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   【浸透流解析の目的及びモデル化方針の設定】 

浸透流解析の目的を設定し，設計揚圧力及び設計地下水位を設定するためのモ

デル化方針を設定するが，モデル化方針の設定にあたっては，以下の事項につい

て考慮する。 

・ 地下水流動場を表現するための情報が入手できることを確認する。 

・ 地下水流動の特徴を表現できる解析コードを選択する。 

   【解析モデルの作成】 

 浸透流解析に用いるモデル化については，以下の事項について考慮して作成す

る。 

・ 地下水流動場を表現できる解析領域を設定する。 

・ 地下水流動に影響を与える要素（地形・地質構造，造成形状，水理特性，ド

レーン及び地中構造物等）を適切にモデルに反映する。 

・ 水理的挙動に影響を与えるパラメータを適切に設定する。 

【再現解析による解析モデルの妥当性確認】 

 作成した解析モデルの妥当性については，再現解析による地下水位の解析値と

観測値の比較等により確認する。 

   【予測解析による解析水位の算定】 

 この上で，解析の目的を達成するため，以下を考慮した予測解析（定常解析）

を行い，評価対象施設の耐震設計において参照する解析水位を算定する。 

・ 将来的な造成形状，ドレーン及び地中構造物等を反映する。 

・ 保守的に地下水位の高い解析結果を得られるよう，ドレーンは信頼性の確保

状況に応じて有効範囲を設定し，水理的挙動に影響を与えるパラメータを保

守的に設定する。 

   【設計揚圧力及び設計地下水位の設定】 

上記により得られた解析水位を保守的に高く包絡するように，設計揚圧力及び

設計地下水位を設定する。 

設定した設計揚圧力及び設計地下水位が有する保守性について，観測水位との

比較を行い，検証する。 

また，設計地下水位より十分に低い地下水位を設定し，耐震性への影響検討を

実施する。 

なお，浸透流解析は設計揚圧力及び設計地下水位の設定において参照するほ

か，揚水井戸への地下水流入量を算定し，揚水ポンプの排水機能についての保守

性の確認においても参照する。それぞれの解析においては，解析目的に応じて保

守的となるような条件設定によるモデル化を行う必要があることから，浸透流解

析の目的別の条件設定の考え方を表 3.3－4 に，予測解析（定常解析）における目

的別の保守的な条件設定の考え方を表 3.3－5 に示す。  
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施

－
解
析
水
位
及
び
解
析
流
量
の
保
守
性
の
確
保

・
地
下
水
流
動
の
特
徴
を
表
現
す
る
た
め
の
各
種
情
報
の
入
手

再
現
解
析
（
再
現
解
析
モ
デ
ル
を
用
い
た
定
常
解
析
）

・
再
現
解
析
モ
デ
ル
の
作
成

－
地
盤
・
構
造
物
の
モ
デ
ル
化

－
透
水
係
数
（
透
水
試
験
の
平
均
値
よ
り
設
定
，
粒
度
試
験
及
び
文
献
値
）
の
設
定

－
既
設
ド
レ
ー
ン
の
モ
デ
ル
化

－
観
測
降
雨
条
件
の
付
与

・
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

－
解
析
水
位

－
解
析
流
量
（
参
考
）

◎
建
物
・
構
築
物
の
設
計
揚
圧
力
の
設
定

・
予
測
解
析
（
水
位
評
価
）
モ
デ
ル
の
作
成

－
地
盤
・
構
造
物
の
モ
デ
ル
化
（
安
全
対
策
工
事
完
了
段
階
）

－
透
水
係
数
（
透
水
試
験
，
粒
度
試
験
及
び
文
献
値
）
の
設
定

－
降
雨
条
件
の
設
定
（
保
守
性
を
考
慮
し
た
降
雨
量
）

－
地
下
水
位
低
下
設
備
（
新
設
）
を
考
慮
す
る

・
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

－
建
物
・
構
築
物
の
揚
圧
力
・
地
下
水
位

S
T

A
R

T

設
計
揚
圧
力
の
設
定

・
設
計
揚
圧
力
を
設
定

（
予
測
解
析
の
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
を
包
絡
）

水
位
が
低
い
場
合
の
影
響
確
認

・
解
析
コ
ー
ド
選
定

デ
ー
タ
は
十
分
か

モ
デ
ル
の
妥
当
性

E
N

D
予
測
解
析
の
検
証
計
画
（
今
後
）

Y
es

N
o

N
o

Y
es

確
認
項
目
：
観
測
水
位
と
解
析
水
位
が
同
等
で
あ
る
こ
と

◎
屋
外
重
要
土
木
構
造
物
等
の
設
計
地
下
水
位
の
設
定

・
予
測
解
析
（
水
位
評
価
）
モ
デ
ル
の
作
成

－
地
盤
・
構
造
物
の
モ
デ
ル
化
（
安
全
対
策
工
事
完
了
段
階
）

－
透
水
係
数
（
透
水
試
験
，
粒
度
試
験
及
び
文
献
値
）
の
設
定

－
降
雨
条
件
の
設
定
（
保
守
性
を
考
慮
し
た
降
雨
量
）

－
地
下
水
位
低
下
設
備
（
新
設
）
は
考
慮
し
な
い

・
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

－
土
木
構
造
物
の
地
下
水
位

設
計
地
下
水
位
の
設
定

・
設
計
地
下
水
位
を
設
定

（
予
測
解
析
の
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
を
包
絡
）

設
計
地
下
水
位
の

保
守
性
を
確
認

Y
es

N
o

確
認
項
目
：
解
析
水
位
が
観
測
水
位
を

十
分
上
回
っ
て
い
る
こ
と

予
測
解
析
（
水
位
評
価
モ
デ
ル
を
用
い
た
定
常
解
析
）

注
記
＊
：
埋
戻
土
の
透
水
係
数
に
つ
い
て

高
め
に
設
定
す
る

再
現
解
析
（
再
現
解
析
モ
デ
ル
を
用
い
た
定
常
解
析
）

・
再
現
解
析
モ
デ
ル
の
作
成

－
地
盤
・
構
造
物
の
モ
デ
ル
化

－
透
水
係
数
（
透
水
試
験
よ
り
高
め
に
設
定

＊
，
粒
度
試
験
及
び
文
献
値
）

の
設
定

－
既
設
ド
レ
ー
ン
の
モ
デ
ル
化

－
観
測
降
雨
条
件
の
付
与

・
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

－
解
析
流
量

モ
デ
ル
の
妥
当
性

E
N

D

N
o

Y
es

確
認
項
目
：
解
析
流
量
が
揚
水
ポ
ン
プ
の
実
績

排
水
量
以
上
で
あ
る
こ
と

◎
揚
水
ポ
ン
プ
容
量
の
設
定

・
予
測
解
析
（
流
量
評
価
）
モ
デ
ル
の
作
成

－
地
盤
・
構
造
物
の
モ
デ
ル
化
（
安
全
対
策
工
事
完
了
段
階
）

－
透
水
係
数
（
透
水
試
験
，
粒
度
試
験
及
び
文
献
値
）
の
設
定

－
降
雨
条
件
の
設
定
（
保
守
性
を
考
慮
し
た
降
雨
量
）

－
地
下
水
位
低
下
設
備
（
新
設
）
を
考
慮
す
る

・
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

－
揚
水
井
戸
へ
の
地
下
水
流
入
量

揚
水
ポ
ン
プ
容
量
の
設
定

・
揚
水
ポ
ン
プ
容
量
を
設
定

（
予
測
解
析
の
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
を
包
絡
）

【
目
的
①
】

【
目
的
②
】

揚
水
ポ
ン
プ
容
量
設
定
等
の
た
め
の
解
析

（
「
補
足

-0
2

3
-1

1
地
下
水
位
低
下
設
備
の
設
計
方
針
に
係
る
補
足
説
明
資
料
」
に
て
説
明
）

図
3
.
3
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表 3.3－5 予測解析（定常解析）における目的別の解析条件 

 

 

 

  

目的 設計揚圧力の設定 設計地下水位の設定 揚水ポンプ排水能力の設定 

透水係数 
・透水試験に基づく標準値 

 （参考資料 2－1 参照） 
・同左 

・透水係数が大きい方が地

下への浸透量が多く，排

水量も大きく評価される

ことから，敷地内に広く

分布する埋戻土の透水係

数について，透水試験の

最大値を用いて保守的に

設定する。 

境
界
条
件 

ドレーン 

（新設） 

・施工計画高に水位固定 

・施工計画高にモデル化す

ることで，ドレーン（新

設）による集水量が減少

し，地下水位は高くなる。 

・施工時には施工計画高を

越えないことを確認す

る。 

・モデル化しない 

・施工高に水位固定 

・施工高に設定すること

で，設計揚圧力設定用の

解析モデルよりもドレー

ン（新設）の位置が低く

なり，集水量が増加する

ことから，ドレーン（新

設）への流入量は多くな

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ドレーンのモデル化高さ概念図 
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(3) モデル化方針の設定 

a. 浸透流解析の目的 

設置変更許可時の方針を踏まえ，妥当な解析モデルを用いて，将来的な施設

配置を考慮した設計揚圧力及び設計地下水位を保守的に高く設定することを目

的とする。 

 

b. モデル化の方針 

島根原子力発電所においては，建設時の工事計画認可時に実施した浸透流解

析（２次元浸透流解析）により原子炉建物等の設計揚圧力及び設計地下水位を

設定している。 

防波壁の設置及び地盤改良並びに地下水位低下設備の新設により，敷地内の

地下水の流動場は従前の山から海に向かう１方向の流れから将来的に変化する

と考えられることを踏まえ，３次元に拡張した浸透流解析により，定常的な地

下水位分布を算定する。 

モデルの妥当性は，分水嶺までの範囲を模擬した再現解析モデル（１，２号

機エリア及び３号機エリア）を作成し，観測降雨を付与した再現解析（定常解

析）を行い，地下水位観測孔（図 3.3－3）における観測水位（表 3.3－2）の再

現性を確認することにより行うが，敷地の改変（安全対策工事に伴う造成等）

時期を考慮し，再現性の確認を行う時期に対応したモデル化を行う。この際に

用いる透水係数は，透水試験，粒度試験及び文献値に基づき設定する。 

この上で，予測解析においては揚圧力及び地下水位が保守的に高く算出され

るよう，降雨条件を保守的に設定した定常解析を行う。造成形状や構造物は安

全対策工事完了段階に対応したモデル化を行い，地下水位低下設備は信頼性が

確保された範囲に限定する。 
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c. 浸透流解析に用いるデータの収集と十分性 

(a) データの収集 

b.に示すモデル化の方針を具体化するにあたり，地下水流動場を表現する

ために参照するデータを表 3.3－6 に示す。 

 

表 3.3－6 解析において参照するデータ 

種類 内容 参照するデータ 

地盤 ・地形の情報（図面，数値標

高モデル（DEM）等） 

・DEM（数値標高モデル，国

土地理院） 

・工事記録による造成履歴 

・安全対策工事計画（工事完

了時の状態） 

・敷地の地質・地質構造の情

報（敷地造成を含む） 

・地質調査に基づく敷地の地

質・地質構造 

・敷地造成に係る図面等 

気象 ・降水量 ・構内観測所データ 

・気象庁データ 

水理 ・水理特性 

・検証において参照する地下

水位観測記録 

・原位置透水試験結果等 

・地下水位観測記録 

構造物 ・地中構造物 ・工事記録 

・設計計算書等 

排水設備等 ・地下水位低下設備，構内排

水設備 

・工事記録 

・設計計算書等 

その他 ・既往の地下水位設定方法 ・建設時の工事計画認可時に

おいて実施した２次元浸透

流解析 
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(b) データの十分性 

(a)の整理から，浸透流解析モデルの構築にあたり必要なデータが収集され

ていることを確認した。 

また，モデルの妥当性の確認に用いる観測記録については，主要な評価対

象施設が配置される EL 8.5ｍ盤及び EL 15.0m 盤並びに施設や敷地造成が地

下水位に与える影響が相対的に小さいと考えられる EL 44.0m 盤の高台を含

めて偏りなく複数設定しており，これらのデータを活用し地下水流動場の検

証を行うことが可能であることを確認した。 

 

d. 解析コードの選定 

地下水の挙動を取扱うことができる Dtransu-3D・EL，バージョン：ver.2af90

MP を使用する。また，解析コードの適用性について参考資料 1 に示す。 
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(4) 再現解析 

a. 再現解析モデルの作成 

(a) モデル化範囲の設定 

再現解析モデルは，評価対象施設を含む分水嶺までの範囲をモデル化する。 

モデル作成の際に参照した敷地内の分水嶺を図 3.3－1 に，再現解析モデルの

鳥瞰図を図 3.3－6 及び図 3.3－7 に示す。 

 

図 3.3－6 再現解析モデル鳥瞰図（１，２号機エリア） 
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図 3.3－7 再現解析モデル鳥瞰図（３号機エリア） 

  

693



 

19 

 

(b) 格子サイズ 

モデルの格子サイズについて，３次元浸透流解析により得られた解析水位に

基づき設定される設計地下水位が評価対象施設の耐震設計における解析断面上

に反映される（２次元動的有限要素法を用いる場合など）ことを考慮し，格子

寸法を 1～40m 程度に設定した（構造物近傍は最小 1m 程度，山側領域は 40m 程

度）。 

 

(c) 検証期間及び降雨条件の設定 

検証対象とする観測水位は，地下水位観測開始以降で，一定期間の連続観測

水位データが取得されている 2016 年 4 月～2018 年 8 月とする。 

降雨条件として，検証期間中の島根原子力発電所における観測降雨より求ま

る年平均降雨（1,540mm/年）を与える。 

 

(d) 地盤・構造物のモデル化 

イ. 地形 

地形（造成形状）は，検証期間における状態を考慮し設定した。 

 

ロ. 地盤 

敷地の地質構造や発電所建設時の敷地造成形状を考慮し設定した。建物周

辺への地下水流入量や地下水位は盛土の影響が支配的であり，岩盤内のシー

ムは薄層であり影響が軽微と考えられるため，シームについてはモデル化し

ていない。 

 

ハ. 構造物 

・検証期間における設置状況を踏まえてモデル化した（検証期間において完

成していない構造物等は考慮しない）。 

・非岩着で基礎の浅い構造物等は，地下水流動への影響が軽微でありモデル

化しない。 

・舗装部への降雨は，構内排水路を介して海へと排水されることから考慮し

ない。 

・建物の屋根排水は構内排水路に集水されるため考慮しない。 

 

(e) 透水係数の設定 

地盤及び施設の透水係数は，透水試験，粒度試験及び文献値に基づき設定す

る。 

透水係数の設定値及び設定根拠を表 3.3－7 及び参考資料 2－1 に示す。 
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表 3.3－7 透水係数の設定値及び設定根拠（再現解析モデルによる定常解析） 

区分 
透水係数 

（cm/s） 
設定根拠  

構造物，改良地盤  1×10-5 

管理型廃棄物埋立護岸 設計・施工・

管理マニュアル(改訂版)＊1 に基づき設

定 

岩盤 

ＣＨ級 5×10-5 現場透水試験結果に基づき設定  

ＣＭ級 6×10-4 

ＣＬ級 1×10-3 

Ｄ級 2×10-3 

粒度試験結果を踏まえ，土質試験の方

法と解説＊2 に基づきクレーガーの方法

＊3 により設定  

砂礫層 4×10-3 現場透水試験結果に基づき設定  

埋戻土 2×10-1 

注記＊1：H20.8（財）港湾空間高度化環境研究センター 

＊2：H12.3（社）地盤工学会 

＊3：粒径加積曲線から求まる 20％粒径Ｄ20 を用いて透水係数の概略値を推定する方

法 

 

（f） 有効間隙率の設定 

有効間隙率は，物理試験及び文献値に基づき設定する。 

有効間隙率の設定値及び設定根拠を表 3.3－8 及び参考資料 2－2 に示す。 

 

表 3.3－8 有効間隙率の設定値及び設定根拠 

区分 
有効間隙率

（%） 
設定根拠 

岩盤 

ＣＨ級 11.5 岩石試験に基づき設定 

ＣＭ級 15.3 

ＣＬ級 15.0 

Ｄ級 23.5 

砂礫層 
20.0 

河川堤防の構造検討の手引き（改訂

版）＊に基づき設定 埋戻土 

 注記＊：H24.2（財）国土技術研究センター 
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(g) ドレーンのモデル化 

ドレーンは，検証期間における供用状態に対応し，１～３号機のドレーン

（既設）を考慮する（ドレーン（新設）は考慮しない）。ドレーン（既設）の

配置図を図 3.3－8 に，地下水位低下設備（既設）の概要を参考資料 3 に示す。 

 

 

図 3.3－8 ドレーン（既設）配置図 

 

(h) 浸透流解析条件まとめ（再現解析モデル） 

表 3.3－9 に，再現解析モデルの解析条件一覧を示す。 
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表 3.3－9 再現解析モデルの概要 

  

  

項目 再現解析モデル 

目的 モデル化の妥当性を確認（観測記録の再現性を確保） 

解析コード Dtransu-3D・EL，バージョン：ver.2af90MP 

解析領域 敷地を取り囲む分水嶺までを解析範囲とする 

 

 

 

 

 

 

１，２号機エリア       ３号機エリア 

格子数 ・平面格子数：１，２号機エリア：約 2.1 万 

３号機エリア：約 2.4 万 

・総格子数：１，２号機エリア：約 121 万 

３号機エリア：約 138 万 

・格子寸法：1～40m 程度（構造物近傍は最小 1m 程度，山側領

域は 40m 程度） 

解析種別 定常解析 

検証期間 2016 年 4 月～2018 年 8 月 

気象条件 降水量：構内観測所における年平均降水量 1,540mm/年 

モデル（地形） 検証期間に対応した状態 

モデル（地盤） 検証期間に対応した状態 

モデル（構造物） 検証期間に対応した状態 

モデル（ドレーン） ドレーン（既設）を管路として考慮 

境界条件 実態に則した設定 

・山側：閉境界 

・海側：H.W.L.（EL 0.46m）に水位固定 

・ドレーン：管路としてモデル化 

透水係数 透水試験，粒度試験＊1及び文献値＊2 

有効間隙率 物理試験及び文献値＊3 

注記＊1：土質試験の方法と解説に基づき設定 

＊2：管理型廃棄物埋立護岸 設計・施工・管理マニュアル（改訂版）に基づき設定 

＊3：河川堤防の構造検討の手引き（改訂版）に基づき設定 

防波壁

凡例

海域

埋戻土

Ｄ級岩盤

ＣＬ級岩盤

ＣＭ級岩盤

ＣＨ級岩盤

１，２号機主要施設

分水嶺

３号機主要施設

分水嶺
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b. モデルの妥当性に係る検証 

再現解析モデルとして，検証期間に対応した地盤・構造物の配置をモデル化に

反映し，透水試験，粒度試験及び文献値に基づき水理特性を設定した。この再現

解析モデルに観測降雨を付与した定常解析結果から，再現解析モデルの妥当性を

確認した。解析モデルの妥当性は，検証期間中の各地下水位観測孔における水位

の観測値と解析値を比較することにより確認した。検証期間中の各地下水位観測

孔において観測された平均水位と解析水位の比較を図 3.3－9 に示す。この結果，

検証を行った期間において，地下水位の解析水位は観測水位と概ね一致するか上

回った。 

また，地下水位観測孔のうち，No.２観測孔において解析水位が観測水位を上回

った理由として，表 3.3－1 に示すように No.２観測孔は地表から 0.5m の深さで岩

盤が出現し，岩盤内の深い位置に水位計を設置していることが挙げられる。実際の

岩盤には割れ目や亀裂があり，No.２観測孔の観測水位は岩盤内の局所的な亀裂等

の影響を受けて下がっていると考えられるが，浸透流解析では岩盤の透水係数は一

様に低い値であることから，観測水位よりも解析水位が高くなっていると判断した。 

以上のことから，設計揚圧力及び設計地下水位の設定に用いる解析モデルの妥当

性を確認することができた。 

参考として，既設揚水ポンプ排水量の観測値と解析値の比較を行った結果，表 3.3

－10 に示すとおり，解析値が観測値を若干下回っているが，概ね再現できているこ

とを確認した。 

今後の揚水ポンプ容量の設定にあたっては，地下水の流入量が保守的な値となる

ように浸透流解析に用いる透水係数を設定する。詳細は「NS2-補-023-11 地下水

位低下設備の設計方針に係る補足説明資料」において説明する。 

観測降雨を与える再現解析（非定常解析）については設置変更許可時と同様に参

考として実施する。再現解析（非定常解析）の降雨に対する感度向上に関する取り

組みについて参考資料 4 に示す。また，参考資料 5 に設置変更許可以降の観測記録

について示す。 
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図 3.3－9 観測水位と解析水位の比較 

 

表 3.3－10 既設揚水ポンプ揚水量の観測値と解析値の比較 

 揚水量(m3/日) 

観測値 969 

解析値 856 
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(5) 予測解析

a. 予測解析（水位評価）モデルの概要

(a) モデル化範囲の設定

再現解析で妥当性を確認したモデルと同様の範囲をモデル化する。

(b) 格子サイズ

再現解析で妥当性を確認したモデルと同様の考え方で設定する。

(c) 地盤・構造物のモデル化

イ. 地形

地形（造成形状）については，安全対策工事完了段階における状態を考慮

し設定した。 

ロ. 地盤

再現解析で妥当性を確認したモデルをベースに，安全対策工事完了段階に

おける防波壁周辺の改良地盤等を図 3.3－10 のとおり考慮した。 

なお，シ一ムについては再現解析と同様にモデル化していない。 

ハ. 構造物

再現解析で妥当性を確認したモデルをベースに，安全対策工事完了段階に

おける構造物等の配置を表現するため，図 3.3－10 に示す構造物等について

モデル化を行った。
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図 3.3－10 評価対象施設及び改良地盤の位置図 
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(d) 透水係数及び境界条件の設定 

イ. 透水係数 

再現解析で妥当性を確認したモデルと同様の考え方で設定する。 

 

ロ. 降雨条件 

降雨条件の設定は揚圧力，地下水位いずれも保守的に高く算出されるよ

う，松江地方気象台における過去 78 年間（1941～2018 年）の年間降水量の

平均値（1,880mm/年）を算出し，ばらつきを考慮した値（平均値＋１σ）に

今後の気候変動予測による降水量の変化＊を加味し，2,400mm/年を設定する。

降雨条件の設定方法について参考資料 6 に示す。 

この降雨条件の保守性について図 3.3－11 に示す。 

図 3.3－11 は，観測降雨（1,540mm/年）及び予測解析で用いる降雨条件

（2,400mm/年）を与えた際の解析モデル境界部における解析水位を示したも

のであり，予測解析で用いる降雨条件による解析水位が観測降雨による地下

水位を大きく包絡していることから，設計揚圧力及び設計地下水位を保守的

に高く評価できる。 

 

注記＊：気象庁・環境省 「日本国内における気候変動予測の不確実性を考慮

した結果について」 
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図 3.3－11 保守的な降雨条件の設定例 
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(e) ドレーンのモデル化 

イ. 有効範囲の設定 

評価対象施設のうち，原子炉建物，タービン建物，廃棄物処理建物，制御室

建物及び排気筒については，集水機能に寄与するドレーンの有効範囲は，ドレ

ーン（既設）の効果には期待せず土砂相当の埋戻土の透水係数を設定し，ドレ

ーン（新設）に限定することで保守性を確保する。 

評価対象施設のうち，屋外重要土木構造物等の設計地下水位を設定する際に

は，地下水位が保守的に高く算定されるよう，ドレーン（既設）には期待せず

土砂相当の埋戻土の透水係数を設定することに加え，ドレーン（新設）につい

ても考慮しないことから，モデル化しない。 

ドレーンの種類と各観点に対する評価，並びに浸透流解析上の取扱いにつ

いて表 3.3－11 に示す。 

また，予測解析において参照する地下水位低下設備の配置を図 3.3－12 に

示す。 
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図 3.3－12 予測解析において参照する地下水位低下設備の配置 
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(f) 浸透流解析条件まとめ（予測解析（水位評価）モデル） 

表 3.3－12 に，再現解析モデルと予測解析（水位評価）モデルの解析条件一

覧を示す。 

表 3.3－12 予測解析（水位評価）モデルの概要 

   

項目 【参考】再現解析モデル 予測解析（水位評価）モデル 

目的 モデル化の妥当性を確認

（観測記録の再現性を確

保） 

建物・構築物における保守的

な設計揚圧力を設定 

屋外重要土木構造物等におけ

る保守的な設計地下水位を設

定 

解析コード Dtransu-3D・EL，バージョン：ver.2af90MP 

解析領域 敷地を取り囲む分水嶺までを解析範囲とする 

  

 

 

 

 

 

１，２号機エリア           ３号機エリア 

格子数 ・平面格子数：１，２号機エリア：約 2.1 万 

３号機エリア：約 2.4 万 

・総格子数：１，２号機エリア：約 121 万 

３号機エリア：約 138 万 

・格子寸法：1～40m 程度（構造物近傍は最小 1m 程度，山側領域は 40m 程度） 

解析種別 定常解析 

検証期間 2016 年 4 月～2018 年 8 月 － 

気象条件 降水量：1,540mm/年 保守的な降水量として，2,400mm/年を考慮 

モデル（地形） 検証期間に対応した状態 安全対策工事完了段階に対応した状態 

モデル（地盤） 検証期間に対応した状態 安全対策工事完了段階に対応した状態（防波壁周辺の改良地

盤等を考慮） 

モデル（構造物） 検証期間に対応した状態 安全対策工事完了段階に対応した状態 

モデル 

（ドレーン） 

ドレーン（既設）を管路とし

て考慮 

既設：管路として考慮しない 

新設：管路として考慮 

既設：管路として考慮しない 

新設：管路として考慮しない 

境界条件 実態に則した設定 

・山側：閉境界 

・海側：H.W.L.＊1（EL 0.46m）

に水位固定 

・ドレーン：管路としてモデ

ル化 

保守的な設定 

・山側：閉境界 

・海側：H.W.L.＊1（EL 0.58m）

に水位固定 

・ドレーン：施工計画高に水位

固定しモデル化 

更なる保守的な設定 

・山側：閉境界 

・海側：H.W.L.＊1（EL 0.58m）

に水位固定 

透水係数 透水試験，粒度試験＊2及び文献値＊3 

有効間隙率 物理試験及び文献値＊4 

注記＊1：再現解析（定常・非定常）においては朔望平均満潮位 EL 0.46m を用い，予測解析においては，保守的 

に近年の潮位の上昇量を考慮した朔望平均満潮位 EL 0.58m を用いる。 

＊2：土質試験の方法と解説に基づき設定 

＊3：管理型廃棄物埋立護岸 設計・施工・管理マニュアル（改訂版）に基づき設定 

＊4：河川堤防の構造検討の手引き（改訂版）に基づき設定 
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b. 地下水位低下設備（新設）について 

    (a) 地下水位低下設備（新設）の概要 

地下水位低下設備（新設）は，発電所の運用及び構内排水計画等を踏まえ，

タービン建物の西側に設置し，揚水井戸，多重化した揚水ポンプ，水位計及び

配管等で構成される。 

地下水位低下設備（新設）の概要を図 3.3－13 及び参考資料 7 に示す。 

 

 (b) ドレーン（新設）の施工について 

新設する地下水位低下設備のドレーンの施工は，揚水井戸を所定の深度まで

掘削後，立坑内から水平ボーリングマシンによりドレーンの延長まで掘進し，

ドレーン（有孔管，内径 200mm）を敷設する。 

 

 (c) ドレーン（新設）の保守管理について 

   建物・構築物の設計揚圧力の算定に用いる浸透流解析において考慮している

新設ドレーン（有孔管）は，すべて岩盤内に設置する。このため，設置後の地

下水位低下設備の運用においては，ドレーン内に土砂等が流入し閉塞する可能

性が非常に小さいが，保守管理により地下水を揚水井戸まで集水する機能を維

持することが可能とする。具体的には，ＴＶカメラによるドレーン内部の確認

，高圧洗浄による土砂等の除去を適宜実施することにより，地下水を揚水井戸

まで集水する機能を維持する。 

 

 

 

  平面図     断面図 

図 3.3－13 地下水位低下設備の概要 
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c. 解析結果 

(a) 建物・構築物の設計揚圧力の設定に参照する地下水位分布 

地下水位低下設備の効果が及ぶ範囲（EL 8.5m 盤及び EL 15.0m 盤）に位置す

る建物・構築物の設計揚圧力の設定において参照する地下水位分布を図 3.3－14

に，等ポテンシャル図を図 3.3－15 に示す。 

 

     イ 地下水位分布（図 3.3－14）について 

      ・解析水位は，図 3.3－13 に示すドレーン（新設）へ向かって地下水が流れ

る状況を示しており，原子炉建物及びタービン建物周辺の地下水位は地下

水位低下設備（新設）の効果により大きく下がっている。 

      ・一方，敷地東側などドレーン（新設）から離れた位置では解析水位が高

く，距離が離れるにつれて地下水位低下設備（新設）の効果が小さくなっ

ている。 

 

     ロ 等ポテンシャル図（図 3.3－15）について 

      ・地下水コンター図と同様に，地盤中をドレーン（新設）へ向かってポテン

シャル勾配が生じており，ドレーン（新設）からの距離が離れるにつれて

勾配が緩やかになることから，地下水位低下設備（新設）の効果が小さく

なることを示している。これは地下水位コンター図とも整合的である。 
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図 3.3－14 建物・構築物の設計揚圧力の設定において参照する 

敷地の地下水位分布（EL m） 
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(a) 等ポテンシャル図 

 

(b) 解析モデル図 

図 3.3－15（1） 予測解析結果（Ａ－Ａ´断面） 

  

(a) 等ポテンシャル図 

  

(b) 解析モデル図 

図 3.3－15(2) 予測解析結果（Ｂ－Ｂ´断面） 
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(b) 屋外重要土木構造物等の設計地下水位の設定に参照する地下水位分布 

屋外重要土木構造物等の設計地下水位の設定において参照する地下水位（自

然水位）分布を図 3.3－16 に示す。 

 

１，２号機エリア 

 

３号機エリア 

図 3.3－16 屋外重要土木構造物等の設計地下水位の設定に参照する 

地下水位（自然水位）分布（EL m） 

30

20

15

10

5

ａ

ａ´
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また，図 3.3－16 中のａ部の地下水位の等高線が密になっている箇所では，

図 3.3－17 に示すように透水係数が小さい岩盤部と，透水係数が大きい埋戻土

部との境界部分で水位差が生じ，地下水位勾配が大きくなっていると考えられ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.3－17 解析モデル断面図（図 3.3－16 ａ－ａ´断面） 

  

凡例
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d. 設計揚圧力及び設計地下水位の設定 

予測解析に基づく設計揚圧力及び設計地下水位の設定結果を以下に示す。 

 

(a) 建物・構築物の耐震評価における地下水位設定 

地下水位低下設備（新設）の効果に期待する建物・構築物について，予測解析

により得られた地下水位，揚圧力及びこれを参照した設計揚圧力を表 3.3－13 に

示す。また，周辺の地下水位分布を図 3.3－18～図 3.3－20 に示す。なお，地下

水位低下設備（新設）の効果に期待する建物構築物のうち，下位クラス施設であ

る１号機建物・構築物についての地下水位の確認結果を参考資料 8－1 に示す。 

 

表 3.3－13 建物・構築物における設計揚圧力の設定一覧 

施設名称 

（基礎底面

高さ） 

建設時工事 

計画認可時の 

設計揚圧力 

予測解析結果＊1 

上段：揚圧力 

下段：地下水位 

設計 

揚圧力＊2 

設計 

地下水位＊2＊3 
備考 

原子炉 

建物 

（EL-4.7m） 

0.8t/m2 

0.0t/m2 
0.8t/m2 

(7.8kN/m2) 
EL-3.9m 

建設時の

工事計画

認可時か

らの変更

なし 

EL-9.9m 

タービン 

建物 

（EL 0.0m） 

2.0t/m2 

0.0t/m2 
2.0t/m2 

(19.6kN/m2) 
EL 2.0m 

EL-7.0m 

廃棄物処理

建物 

（EL 0.0m） 

2.0t/m2 

0.0t/m2 
2.0t/m2 

(19.6kN/m2) 
EL 2.0m 

EL-5.5m 

制御室 

建物 

（EL 0.1m） 

0.0t/m2 

0.0t/m2 
0.0t/m2 

(0.0kN/m2) 
EL 0.1m 

EL-3.9m 

排気筒 

（EL 2.0m） 
0.0t/m2 

0.0t/m2 0.0t/m2 

(0.0kN/m2) 
EL 2.0m 

EL-1.0m 

注記＊1：建物底面に作用する平均揚圧力又は平均地下水位 

＊2：耐震設計上の設計揚圧力及び設計地下水位 

＊3：基礎底面高さをもとに設計揚圧力から求めた設計地下水位を示す。 

   なお，基礎底面以深となる場合は基礎底面レベルに設定する。 
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図 3.3－18 原子炉建物及びタービン建物の地下水位分布（南北） 

 

 

図 3.3－19 原子炉建物，廃棄物処理建物及び制御室建物の地下水位分布（東西） 

 

 

図 3.3－20 排気筒の地下水位分布（南北）  
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    (b) 屋外重要土木構造物等の耐震評価における地下水位設定 

屋外重要土木構造物等について，予測解析により得られた解析水位（自然水位）

に観測結果のばらつき及び構造物周辺の状況を踏まえて十分な保守性を確保し

て設計地下水位を設定する。 

各構造物の設計地下水位は，観測水位の標準偏差（1σ）が最大 0.6m であるこ

とを踏まえて以下のように設定する。各構造物の予測解析による地下水位（自然

水位），設計地下水位及び建設時の工事計画認可時の設計地下水位を表 3.3－14

に示すとともに，設計地下水位の設定方法の詳細を参考資料 8－2 に示す。 

なお，設計地下水位を基礎底面よりも高く設定する構造物については，静水圧

が作用した際の浮上り評価についても実施する方針とし，詳細は各構造物の耐震

性についての説明書に示す。 

 

     イ. 取水槽の設計地下水位 

      表 3.3－14 及び図 3.3－21～23 より，取水槽の耐震評価モデル範囲内の解析水

位（自然水位）は EL 0.58m～3.8m であり，地表面より低い。取水槽は海域に近

く，海水位の影響を受けていると考えられ，図 3.3－3 に示す取水槽近傍の地下

水位観測孔 No.3 の観測結果からも地下水位の変動は小さいことから，取水槽の

設計地下水位については，観測水位のばらつき（1σ）を考慮して EL 4.5m に設

定する。 
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図 3.3－21 取水槽（スクリーン室）の地下水位分布 

 

 

図 3.3－22 取水槽（ポンプ室）の地下水位分布 

 

  

図 3.3－23 取水槽の地下水位分布（南北） 
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     ロ. 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）の設計地下水位 

      表 3.3－14 及び図 3.3－24，25 より，屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）

の耐震評価モデル範囲内の解析水位（自然水位）は EL 2.7m～3.6m であり，地表

面より低い。屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）の設計地下水位について

は，観測水位のばらつき（1σ）に更に余裕を考慮して EL 4.9m に設定する。 

 

  

図 3.3－24 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）の地下水位分布（縦断） 

 

 

 図 3.3－25 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）の地下水位分布（横断） 

 

     ハ. 第 1 ベントフィルタ格納槽の設計地下水位 

      表 3.3－14 及び図 3.3－26～28 より，第 1 ベントフィルタ格納槽の耐震評価モ

デル範囲内の解析水位（自然水位）は EL 9.4～15.0m であり，地表面まで上昇し

ている箇所が存在することから，第 1 ベントフィルタ格納槽の設計地下水位につ

いては，地表面と同じ EL 15.0m に設定する。 
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図 3.3－26 第 1 ベントフィルタ格納槽の地下水位分布（南北：格納室） 

 

  

図 3.3－27 第 1 ベントフィルタ格納槽の地下水位分布（南北：銀ゼオライト部） 

 

  

図 3.3－28 第 1 ベントフィルタ格納槽及び低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 

の地下水位分布 
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ニ. 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽の設計地下水位

 表 3.3－14 及び図 3.3－29，30 より，低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽の耐震

評価モデル範囲内の解析水位（自然水位）は EL 9.4～15.0m であり，地表面まで

上昇している箇所が存在することから，低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽の設計

地下水位については，地表面と同じ EL 15.0m に設定する。 

図 3.3－29 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽の地下水位分布（南北：水室） 

図 3.3－30 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽の地下水位分布（南北：ポンプ室） 
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ホ. 屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機）

の設計地下水位 

 表 3.3－14 及び図 3.3－31，32 に示すように，屋外配管ダクト（ガスタービン

発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機）の耐震評価モデル範囲内の解析水位

（自然水位）は EL 22.1～24.2m であり，解析モデル範囲より低いことから，屋

外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機）の耐震

設計においては地下水の影響は考慮しない。 

図 3.3－31 屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機） 

の地下水位分布（縦断） 

図 3.3－32 屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機） 

の地下水位分布（横断） 
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表 3.3－14 屋外重要土木構造物等における設計地下水位の設定一覧 

施設名称 

建設時の工事 

計画認可時の 

設計地下水位 

（EL m） 

予測解析による

地下水位 

（自然水位） 

（EL m） 

設計 

地下水位 

（EL m） 

備考 

取水槽 0.3 0.58～3.8 4.5  

屋外配管ダクト（タービン建物～排

気筒） 
0.3 2.7～3.6 4.9  

屋外配管ダクト（タービン建物～放

水槽） 
－＊1 2.9～3.8 5.2  

Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク格納

槽 
－＊1 3.9～15.0 15.0 地表面 

屋外配管ダクト（Ｂ－ディーゼル燃

料貯蔵タンク～原子炉建物） 
－＊1 5.8～14.9 15.0 地表面 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁） －＊1 0.58～4.5 5.5  

防波壁（逆Ｔ擁壁） －＊1 0.58～6.3 8.5 地表面 

防波壁（波返重力擁壁） －＊1 0.58～7.2 8.5 地表面 

１号機取水槽流路縮小工 －＊1 0.58～1.6 3.0  

防波壁通路防波扉＊2 －＊1 0.7～6.0 8.5 地表面 

第１ベントフィルタ格納槽 －＊1 9.4～15.0 15.0 地表面 

低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 －＊1 9.4～15.0 15.0 地表面 

緊急時対策所 －＊1 22.4～23.8 －＊3  

緊急時対策所用燃料地下タンク －＊1 22.1～22.6 －＊3  

ガスタービン発電機建物 －＊1 22.0～24.9 －＊4  

ガスタービン発電機用軽油タンク基

礎 
－＊1 23.6～24.7 －＊4  

屋外配管ダクト（ガスタービン発電

機用軽油タンク～ガスタービン発電

機） 

－＊1 22.1～24.2 －＊4  

サイトバンカ建物（増築部含む） －＊5 1.1～1.9 －＊5  

注記＊1：建設時の工事計画認可申請対象外 

＊2：代表として防波壁通路防波扉（３号機東側）の設計地下水位を掲載 

＊3：地下水位が施設設置地盤（EL 50.0m 盤）より十分低い 

＊4：地下水位が施設設置地盤（EL 44.0m 盤）より十分低い 

＊5：地下水位が建物基礎底面レベル（EL 7.3m）より十分低い  
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(c) 隣接した構造物の地下水位設定について 

      地下水位低下設備（新設）の機能に期待する建物・構築物と機能に期待しない

屋外重要土木構造物等が隣接している場合，構造物間で設計地下水位の設定に差

が生じることになるが，実際の地下水位は双方で同程度となることから，隣接す

る構造物をモデル化する場合は，評価対象構造物と同じ地下水位を設定する。 

      なお，地下水位低下設備（新設）の機能に期待しない屋外重要土木構造物等に

おいても実際には地下水位低下設備の機能により設計地下水位よりも低い位置

にあることが想定される。地下水位が低い場合の影響については，(7)に示すと

おり影響検討を実施する。 

 

(6) 設計地下水位の保守性・妥当性の検証 

a. 検討の目的 

屋外重要土木構造物等に適用する設計地下水位は，安全対策工事を考慮した予

測解析結果を参照し設定することから，工事完了前の段階で観測水位を用いた直

接的な検証を行うことができない。 

設計地下水位は保守性を確保する方針としているが，仮に敷地の地下水位が施

設の設計地下水位を超過する場合は，耐震安全性へ影響が生じる可能性があるこ

とを踏まえ，観測水位と解析水位（自然水位）の比較から，設計地下水位の保守

性を検証する。 

解析水位（自然水位）は，解析条件設定において保守性を持たせた解析結果で

あり，設計地下水位はその解析水位（自然水位）を更に上側に包絡するよう設定

している。 

このため，観測水位に対して解析水位（自然水位）の余裕が確認された場合，

設計地下水位は保守性を有していると判断する。 

 

b. 観測水位と解析水位（自然水位）の比較結果 

解析水位（自然水位）について，地下水位観測記録との比較による検証結果を

示す。 

検証に用いた観測孔位置の平面図を図 3.3－33 に，観測水位と解析水位（自然

水位）の関係を表 3.3－15 に示す。 

この結果，解析水位（自然水位）は観測最高地下水位を上回っており，設計地

下水位は十分な保守性を有している。 

設計地下水位の設定は，(5)d.(a)及び参考資料 8－2 に示す耐震評価における設

計地下水位の設定方法に基づき，裕度を考慮して設定する。 
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図 3.3－33 観測水位と解析水位（自然水位）の比較において参照する観測孔位置図 

724



50 

表 3.3－15 観測水位と解析水位（自然水位）関係 

注記＊：上段は最高水位との差分を，下段の（ ）内は平均水位との差分を示す 

c. 検証期間の代表性について

前項にて解析水位との比較において参照した観測水位が，平年値と比較し特異性

がないことについて以下に補足する。 

  観測水位の気象庁アメダスの観測記録に基づき，松江地点における平年値（1991

年～2020 年の 30 年間の平均値）と敷地内の地下水位の観測期間（期間①：2014 年

～2015 年，期間②：2016 年～2018 年，期間③：2019 年～2020 年）との降雨量を比

較した結果を図 3.3－34 に示す。 

  図 3.3－34 より，敷地内の地下水位観測期間は平年値と比較して，降水量のばら

つきが見られ，100～120mm/月程度少ない期間及び多い期間があるものの，表 3.3－

16 に示すとおり，月降水量（年間平均）はいずれの観測期間においても平年並みで

あり，いずれの観測期間も特異性はないと判断できる。 

観測孔 
(A)観測水位

（EL m） 

(B)解析水位

（自然水位） 

（EL m） 

差分＊（m） 

(B)－(A) 

No.1 
最高 1.79 

3.41
1.62 

(2.83) 平均 0.58 

No.2 
最高 3.59 

10.65 
7.06 

(12.91) 平均 -2.26

No.3 
最高 1.43 

1.51 
0.08 

(0.69) 平均 0.82 

No.4 
最高 4.03 

5.97 
1.94 

(3.70) 平均 2.27 

No.5 
最高 4.12 

6.75 
2.63 

(4.90) 平均 1.85 

No.6 
最高 6.74 

15.00 
8.26 

(15.69) 平均 -0.69

No.7 
最高 7.97 

19.00 
11.03 

(14.04) 平均 4.96 
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図 3.3－34 松江地点における平年値と観測時期の降水量の比較結果 

 

表 3.3－16 松江地点における月降水量の年間平均値の比較 

 平年値 期間① 期間② 期間③ 

降水量(mm/月) 149 147 154 146 
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(7) 水位が低い場合の影響確認

a. 概要

設計地下水位は，保守的な条件のもと実施する予測解析を参照して設定するこ

とから，新設する地下水位低下設備が稼働した場合の平常時の地下水位は，設計

地下水位よりも更に低くなると想定される。 

平常時の地下水位における耐震安全性への影響を確認するため，その影響の有

無や程度に応じて，設計地下水位より十分に低い地下水位を設定した耐震安全性

評価を影響検討として実施する。 

b. 影響確認方針

建物・構築物の設計揚圧力及び設計地下水位の設定では，妥当な解析モデルを

用いた浸透流解析により評価対象施設にとって保守的となるよう水位を高めに設

定している。また，屋外重要土木構造物等の設計地下水位については，地下水位

低下設備（新設及び既設）に期待しない条件にて浸透流解析を実施し，その解析

結果を包絡するように設定している。 

これに対し，実際には地下水位低下設備（新設）の効果により，平常時の地下

水位は設計地下水位より低くなる可能性がある。 

地下水位が低い場合に起こる現象としては，構造物（建物基礎スラブ等）に作

用する水圧の減少，地盤応答の変化（単位体積重量の変化，液状化を含めた周辺

地盤の挙動の変化），構造物周辺に水位差が生じることが考えられる。 

このことを踏まえ，地下水位が低い場合に耐震評価へ影響を与える可能性があ

る事象として，以下の３パターンを抽出し，各パターンに対する影響検討を行う

方針とする。 

パターンＡ：建物基礎スラブ等において，揚圧力の低減により応力分布や応答の

違いが生じると想定されるケース 

パターンＢ：地下水の分布によって，構造物周辺の地盤応答に違いが生じると想

定されるケース 

パターンＣ：構造物の両側面に作用する水位差が大きく，偏圧の影響が生じると

想定されるケース 

 なお，パターンＣについては，構造物により地下水の流れが遮断され，地下水

の流れに対して構造物の上流側と下流側で地下水位の差が生じることにより偏圧

が作用する場合が考えられるが，以下の理由により地下水位が低い場合における

偏圧の影響は考慮しない。 
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(a) 偏圧の影響の有無について 

       地下水位が低い場合に偏圧の影響が生じると想定される構造物として，設計

地下水位を地表面に設定する EL 15.0m 盤の線状構造物である屋外配管ダクト

（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物）が挙げられる。 

       屋外配管ダクト（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物）の平面図を

図 3.3－35 に，断面図を図 3.3－36 に示す。 

       屋外配管ダクト（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物）は両側面を

ＭＭＲ，又は一方をＭＭＲ，他方を埋戻土で囲まれた構造物である。地下水位

が急激に低くなった場合，ＭＭＲと埋戻土内の地下水位に差が生じる可能性が

考えられるが，実際には地下水の流れは極めて緩慢であり，急激な変動が生じ

ないことを考慮すると，定常的には同程度の水位となると考えられることから，

構造物に対する地下水位差による偏圧の影響は生じない。 

また，偏圧が作用した場合の検討として，防波壁の耐津波評価において

は，陸側の地下水位が設計地下水位より低い場合の津波波圧に対する評価を

実施しており，詳細は「NS2-補-018-02 津波への配慮に関する説明書に係る

補足説明資料」にて説明する。 

 

 上記方針を踏まえ，表 3.3－17 のとおり，耐震設計に影響する可能性がある施

設をパターン毎に抽出の上，各パターンにおける検討対象施設と具体的な影響検

討内容を整理した。 

 検討対象施設における水位が低い場合の影響については，各施設の耐震評価に

おいて確認する。 
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図 3.3－35 屋外配管ダクト（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物）平面図 

(a) Ａ－Ａ断面 (b) Ｂ－Ｂ断面

図 3.3－36(1) 屋外配管ダクト（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物）断面図 
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(c) Ｃ－Ｃ断面

図 3.3－36(2) 屋外配管ダクト（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物）断面図 
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(8) 設計地下水位の今後の検証計画など 

     予測解析結果は，将来的な地下水位低下設備（新設）稼働時の状況等を考慮し

たものであるが，今後，運転段階において地下水位の観測記録を取得し，設計揚

圧力及び設計地下水位と比較することにより，予測解析の妥当性を確認する方針

とする。 

地下水位観測計画を図 3.3－37 に示す。将来的な工事等の影響により，耐震評

価における設計地下水位の変動に影響を与える可能性がある事象が発生した場合

は，設計地下水位の再検討を行う。 

 

 

注記＊：No.8 観測孔は，EL 44m 盤において盛土部分の水位を，より確実に観測できるよう

にするために追設する観測孔である。 

図 3.3－37 地下水位観測孔配置図 

 

 

 

 

 

No.1 (EL 8.5m盤)

No.2 (EL 15.0m盤)

No.3 (EL 8.5m盤)

No.4 (EL 8.5m盤)

No.5 (EL 8.5m盤)

No.6 (EL 15.0m盤)

No.7 (EL 44.0m盤)

地下水位観測孔

１号機
２号機

３号機

No.8＊ (EL 44.0m盤)
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2014 年度秋季講演会講演予稿，158-163（2014）） 

・Integrated watershed modeling for simulation of spatiotemporal 

redistribution of post-fallout radionuclides: Application in radiocesium 

fate and transport processes derived from the Fukushima accidents（Mori 

Koji et al，Environmental Modelling & Software,72,126-146（2015）） 

・管理型廃棄物埋立護岸 設計・施工・管理マニュアル（改訂版）（財団法人港湾

空間高度化環境研究センター（2008）） 

・土質試験の方法と解説（社団法人地盤工学会（2000）） 

・河川堤防の構造検討の手引き（改訂版）（財団法人国土技術研究センター

（2012）） 
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（参考資料 1）浸透解析に用いた解析コード「Dtransu-3D・EL」の適用性について 

 

1. 解析コードの概要 

 

コード名 

項目 
Dtransu-3D・EL 

使用目的 浸透流解析 

開発機関 

岡山大学名誉教授 西垣誠 

三菱マテリアル株式会社 

株式会社ダイヤコンサルタント 

開発時期 2017年（初版開発時期2001年） 

使用したバージョン Ver.2.0af90 

コードの概要 

Dtransu-3D・ELは，オイラリアン・ラグランジアン法による飽

和・不飽和浸透流—移流・分散解析プログラムであり，３次元モ

デルにおける密度勾配を考慮した飽和・不飽和浸透流及び移流・

分散問題を対象とした解析コードである。特に，移流・分散解析

においてオイラリアン・ラグランジアン手法を用い，高ペクレ数

から低ペクレ数の問題に対して安定した解析が可能である。 

適用事例は，一般的な地下水解析，汚染物質を含む移流・分散

解析等多岐にわたる。 

検証 

（Verification） 

及び 

妥当性確認 

（Validation） 

【検証（Verification）】 

・本解析コードは，有限要素法を用いた3次元飽和・不飽和浸透

流—移流・分散解析プログラムであり，西垣らにより一般公開

され地下水及び移流・分散解析に広く利用されていることを確

認している。 

・浸透並びに移流・分散解析の標準的問題を例に，理論解と解析

解を比較し，よく一致していることを確認している。 

 

【妥当性確認（Validation）】 

・本解析コードは，国立研究開発法人日本原子力研究開発機構に

おいて，幌延深地層研究計画地点での地下水流動場を理解する

ための研究に使用された実績がある。 

・上記の他，本解析コードは土木，環境，資源，エネルギー，農

林水産，災害・防災などの様々な分野における使用実績を有し

ており，妥当性は十分に確認されている。 
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2. 解析手法について 

2.1 一般事項 

Dtransu-3D・EL は，様々な地下水および汚染物質を含む移流・分散現象を評価する

ために，非常に大規模な３次元非定常問題を高速で解析することを目的として開発さ

れたものである。 

 

2.2 解析コードの特徴 

本シミュレーションシステムは，地下水流動および汚染物質を含む移流・分散につ

いて，統一的な数学モデルのもとで同時に扱うことを可能にし，対象とする地下水問

題をオイラリアン・ラグランジアン手法により，高ペクレ数から低ペクレ数の問題に

対して安定した解析を可能にした解析コードである。 

主な適用分野は，トンネル建設や地下構造物による地下水保全問題等の「水資源問

題」，農薬や廃棄物による土壌・地下水汚染や放射性廃棄物の地層処分などに代表さ

れる「水環境問題」，豪雨時における斜面崩壊などの「水災害問題」である。 

 

2.3 数値解析 

空間離散化は，複雑な地形起伏や地盤物性分布，地下構造物形状を３次元の有限要

素を用いてモデル化し，それぞれの有限要素内でダルシー則に従った質量保存則を考

慮することで浸透現象を正確に評価する。 

また，地下水流動については既に広く使われている飽和・不飽和浸透流解析の手法

を用いて計算を行っている。 

汚染物質を含む移流・分散解析では，連成問題として浸透（圧力水頭（φ））を解

いて，次に移流分散（濃度（c））を解く２段階に分けて各未知量を解き，反復収束解

析を行うことで（φ）と（c）の連成を行う一般的に使われている実用的な手法を用い

ている。さらに高ペクレ数から低ペクレ数の問題に対して安定した解析を行うために

オイラリアン・ラグランジアン手法を用いている。 
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3. 検証（Verification）及び妥当性確認（Validation） 

3.1 検証（Verification） 

本コードの検証として，多層地盤における浸透問題の検討を行った。地層が直列に

複数存在している場合（直列モデル）及び地層が層になっている場合（並列モデル）

での流量の比較を行った。次に，Thiem の井戸理論との比較を行い水面形状や流量の

比較を行った。 

また，非定常の水面変化について均質非定常問題を解くことで検証した。 

 

3.2 直列モデル 

(1)テストケース 

モデルの概念図を図 3－1 に示す。 

 

 

図 3－1 モデル概念図 

 

ある境界水位を与えた際の右端部境界面における流量(Q[m3/sec])を求め，理論解

と比較する。 

また，L1 と L2 の境界における水頭(ha[m])を求め，理論解と比較する。 

理論解は次式によって与えられる。 
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ここで，K は等価透水係数[m/s]，I は動水勾配，L は長さ[m]，D は高さ[m]，W は

奥行き[m]，h0，h1 は境界の既知全水頭[m]である。 

 

(2)解析モデル 

解析に用いる FEM モデルを図 3－2 に，FEM モデルの諸元を表 3－1 に示す。 

 

 

図 3－2 FEM モデル 

 

表 3－1 FEM モデルの諸元 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 設定値 

節点数 1092 

要素数 450 

X 方向分割数 90 

Y 方向分割数 1 

Z 方向分割数 5 

L1[m] 10.0 

L2[m] 15.0 

L3[m] 20.0 

D[m] 1.0 

W[m] 1.0 
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(3)解析条件 

解析に用いる条件について表 3－2，表 3－3 に示す。 

 

表 3－2 解析条件 

 

 

 

表 3－3 境界条件 

 

 

 

 

(4)結果 

右端部境界面における流量と L1，L2 境界における水頭値を比較した。 

理論解と Dtransu-3D で計算解の結果を表 3－4，表 3－5 に示す。 

 

表 3－4 理論解 

 

 

 

表 3－5 計算解 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 記号 単位 材質 1 材質 2 材質 3 

透水係数 K m/s 1.00E-05 1.00E-07 1.00E-04 

間隙率 n - 0.2 0.2 0.2 

 記号 単位 設定値 

既知全水頭 ｈ 0 m 5.0 

既知全水頭 ｈ 1 m 3.0 

K₁[m/s] K₂[m/s] K₃[m/s] 等価透水係数[m/s] 

1.00E-05 1.00E-07 1.00E-04 2.98E-07 

K[m/s] I D[m] W[m] K1[m/s] L1[m] 
理論解 Q 

[m³/s] 

理論解 ha 

[m] 

2.98E-07 0.044 1.0 1.0 1.00E-05 10.0 1.32E-08 4.987 

境界面流量 

6.61E-10 

6.61E-10 

1.32E-09 

1.32E-09 

1.32E-09 

1.32E-09 

1.32E-09 

1.32E-09 

1.32E-09 

1.32E-09 

6.61E-10 

6.61E-10 

合計（計算解） 

Q[m³/s] 

1.32E-08 

L1，L2 境界における水頭値（計算解） 

ha[m] 

4.987 
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3.3 並列モデル 

(1)テストケース 

モデルの概念図を図 3－3 に示す。 

 

 

図 3－3 モデル概念図 

 

ある境界水位をあたえた際の境界面における流量(Q)を求め，理論解と比較する。 

理論解は次式によって与えられる。 

Q = (K1D1 + K2D2 + K3D3 )IW 

ここで，各 K は透水係数[m/s]，I は動水勾配，各 D は層厚[m]，W は奥行き[m]で

ある。 

 

(2)解析モデル 

解析に用いる FEM モデルを図 3－4 に，FEM モデルの諸元を表 3－6 に示す。 

図 3－4 FEM モデル 
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表 3－6 FEM モデルの諸元 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)解析条件 

解析に用いる条件について表 3－7，表 3－8 に示す。 

 

表 3－7 解析条件 

 

 

 

 

表 3－8 境界条件 

 

 

 

  

 設定値 

節点数 1020 

要素数 450 

X 方向分割数 50 

Y 方向分割数 1 

Z 方向分割数 9 

D1[m] 4.0 

D2[m] 3.0 

D3[m] 2.0 

L[m] 10.0 

W[m] 1.0 

 記号 単位 材質 1 材質 2 材質 3 

透水係数 K m/s 1.00E-07 1.00E-05 1.00E-06 

間隙率 n - 0.2 0.2 0.2 

 記号 単位 設定値 

既知全水頭 ｈ 0 m 11.0 

既知全水頭 ｈ 1 m 9.0 

740



 

（参考）1-8 

 

(4)結果 

境界面における流量を比較した。 

理論解と Dtransu-3D で計算解の結果を表 3－9，表 3－10 に示す。 

 

表 3－9 理論解 

 

表 3－10 計算解 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

K1[m/s] K2[m/s] K3[m/s] D1[m] D2[m] D3[m] W[m] I 
理論解 Q 

[m³/s] 

1.00E-07 1.00E-05 1.00E-06 4.0 3.0 2.0 1.0 2.00E-01 6.48E-06 

境界流量 Q[m³/s] 

5.00E-09 

5.00E-09 

1.00E-08 

1.00E-08 

1.00E-08 

1.00E-08 

1.00E-08 

1.00E-08 

5.05E-07 

5.05E-07 

1.00E-06 

1.00E-06 

1.00E-06 

1.00E-06 

5.50E-07 

5.50E-07 

1.00E-07 

1.00E-07 

5.00E-08 

5.00E-08 

合計(計算解） 

Q[m³/s] 

6.48E-06 
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3.4 Thiem の井戸理論（定常） 

(1)テストケース 

モデルの概念図を図 3－5 に示す。 

図 3－5 モデル概念図 

 

ある境界水位と井戸内水位をあたえた際の境界面における流量(Q)を求め，理論解

と比較する。 

また，影響圏における水位(h)を求め，理論解と比較する。 

理論解は次式によって与えられる。 

)/ln(
2

0

rR

hH
KDQ


   

𝐻₀ − ℎ =
𝐻₀ − ℎ𝑤

ln(𝑅/𝑟𝑤)
ln(𝑅/𝑟) 

ここで，rw は井戸半径[m]，R は影響圏半径[m]，D は層厚[m]，hw は井戸内水位

[m]，Ho は境界水位[m]である。 
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(2)解析モデル 

解析に用いるモデルは帯水層のみを FEM モデル化した。また，理論解におけるモ

デルは，井戸周囲 360°あるうちの一部（軸対称モデル）となっているため，FEM モ

デル化にあたり 1°分切り出したモデルとした。FEM モデルを図 3－6 に，FEM モデル

の諸元を表 3－11 に示す。 

 

 

図 3－6 FEM モデル 

 

表 3－11 FEM モデルの諸元 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 
0.0 

 

D[m] 

R[m] 
 

2000.0 

 
rw 

 設定値 

節点数 3396 

要素数 1410 

X 方向分割数 282 

Y 方向分割数 1 

Z 方向分割数 5 

D[m] 5.0 

R[m] 2000.0 

rw[m] 0.02 
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(3)解析条件 

解析に用いる条件について表 3－12，表 3－13 に示す。 

 

表 3－12 解析条件 

 

 

 

表 3－13 境界条件 

 

 

 

 

(4)結果 

R 方向各地点での全水頭値を比較した。 

理論解と Dtransu-3D 計算解の比較結果を図 3－7 に示す。 

 

 

図 3－7 計算解と理論解の比較 

  

 記号 単位 帯水層 

透水係数 K m/s 1.00E-06 

間隙率 n - 0.2 

 記号 単位 設定値 

井戸内水位 hw ｍ -3.0 

既知全水頭 H0 ｍ 0.0 
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また，井戸との境界における流量を比較した。 

理論解と Dtransu-3D による計算解の結果を表 3－14，表 3－15 に示す。 

 

表 3－14 理論解 

 

 

 

表 3－15 計算解 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5)誤差評価 

誤差評価は RMSE(平均二乗平方根誤差)で行った。データ数を N，理論解を Ti(I  

=1,……,N)，Dtransu-3D 計算解を Ai(i = 1, …, N)とすると，RMSE は次式で表され

る。誤差評価の結果を表 3－16 に示す。 

 

2)(
1

 RMSE   iii AT
N

＝
 

表 3－16 誤差評価 

 

 

  

r[m] K[m/s] D[m] Ho[m] hw[m] 理論解 Q 

0.02 1.00E-06 5.0 0.0 -3.0 8.19E-06 

境界流量 

Q[m³/s] 

9.44E-10 

1.34E-09 

1.89E-09 

2.68E-09 

1.89E-09 

2.68E-09 

1.89E-09 

2.68E-09 

1.89E-09 

2.68E-09 

9.44E-10 

1.34E-09 

合計*360 

(計算解） 

Q[m³/s] 

8.22E-06 

比較点数 全水頭の RMSE[m] 

93 0.0543 
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3.5 均質非定常問題 

(1)テストケース 

モデルの概念図を図 3－8 に示す。 

 

 

図 3－8 モデル概念図 

 

非定常においての理論解は次式によって与えられる。 
















)/(2
)( 011

sSkt

x
erfchhhh

 

余誤差関数 

)(1)( xerfxerfx   

 

ここで，x は長さ[m]，k は透水係数[m/s]，Ss は比貯留係数[1/m]，t は時間[s]，

h0，h1 は境界の既知全水頭[m]である。 
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(2)解析モデル 

解析に用いるモデルは帯水層のみを FEM モデル化した。FEM モデルを図 3－9 に，

FEM モデルの諸元を表 3－17 に示す。 

 

 

(a) 全体図 

 

 

 

 

 

 

 

     (b)拡大図 

図 3－9 FEM モデル 

 

  表 3－17 モデルの諸元 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

1000.0 

 

0.0 
x[m] 

 

D[m] 

 

 設定値 

節点数 57612 

要素数 24000 

X 方向分割数 4800 

Y 方向分割数 1 

Z 方向分割数 5 

ｘ[ｍ] 1000.0 
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(3)解析条件 

解析に用いる条件について表 3－18，表 3－19 に示す。 

 

表 3－18 解析条件 

 

 

 

 

表 3－19 境界条件 

 

 

 

 

(4)結果 

x 方向における全水頭値を比較した。 

Dtransu-3D 計算解と理論解との比較結果を図 3－10 に示す。 

  

 記号 単位 帯水層 

透水係数 K m/s 1.00E-09 

間隙率 ｎ - 0.2 

比貯留係数 Ss 1/m 1.00E-04 

 記号 単位 設定値 

既知全水頭 h1 ｍ 5.0 

既知全水頭 h0 ｍ 0.5 
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図 3－10 計算解と理論解の比較 

 

(5)誤差評価 

誤差評価は RMSE(平均二乗平方根誤差)で行った。データ数を N，理論解を Ti(I 

=1,...,N)，Dtransu-3D 計算解を Ai(i = 1,…, N)とすると，RMSE は次式で表され

る。誤差評価の結果を表 3－20 に示す。 

2)(
1

 RMSE   iii AT
N

＝  

表 3－20 誤差評価 

 

 

 

  

比較時間(sec) 比較点数 全水頭の RMSE[m] 

86400 751 1.68E-02 

172800 751 6.11E-03 
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3.6 妥当性確認（Validation） 

解析コードは，土木，環境，資源，エネルギー，農林水産，災害・防災などの様々

な分野における使用実績を有しており，妥当性は十分に確認されている。 

 

3.7 評価結果 

3.1 から 3.6 より，本解析コードを用いることは妥当である。 

 

4．参考文献 

・Dtransu-3D・EL 理論マニュアル（2011 年版） 
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（参考資料 2－1）浸透流解析に用いる透水係数について 

 

1. 概要 

浸透流解析に用いる透水係数等の解析用物性値については，再現解析により検証を行

った期間において，解析水位と観測水位が整合的であることを確認し，その妥当性を確

認している。 

本資料では，透水係数の設定方法について示す。 

 

2. 透水係数の設定 

2.1 透水係数の設定方法 

2.1.1 岩盤の透水係数 

(1) ＣＨ級，ＣＭ級，ＣＬ級岩盤 

a. 試験方法 

建設時工認では，原子炉建物直下に分布する頁岩・凝灰岩（上層部）及び頁岩・

凝灰岩（下層部）の２種類において，図 2－1 に示す地盤工学会基準の現場透水試験

（ルジオン試験）に基づき透水係数を設定していた。 

今回，３次元浸透流解析を行うに当たり，解析の精度向上を目的として，図 2－2

のとおり敷地の岩級に合わせて透水係数を設定する。解析モデル範囲の代表的な岩

級区分として，図 2－3 に２号機原子炉建物南北断面の岩級区分図を示す。モデル化

範囲においては，ＣＨ級岩盤が支配的な分布となっている。ＣＭ級岩盤は，原子炉建

物南側斜面部のほか，岩相境界に沿って部分的に薄く存在している。ＣＬ級岩盤につ

いては原子炉建物南側斜面部の表層を中心に局所的に分布している。ＣＨ級，ＣＭ級

岩盤については，建設時工認の現場透水試験（測定区間は原則 10m）より透水係数を

設定した。また，ＣＬ級岩盤については２号機周辺では分布が限定的であることか

ら，３号敷地造成前の尾根部における現場透水試験より透水係数を求めた。 
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図 2－1 現場透水試験（ルジオン試験）の概要図 

（地盤調査の方法と解説(地盤工学会，2013)） 

 

 

図 2－2 現場透水試験位置（ＣＨ級，ＣＭ級及びＣＬ級岩盤） 
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b. ＣＨ級岩盤の透水試験結果 

ＣＨ級岩盤の透水試験結果を図 2－4 に示す。透水係数は深度方向に対して明瞭

な相関は見られず，深度による透水係数の大きな変化は認められないことから，

透水試験に基づくＣＨ級岩盤の透水係数は，表 2－1 に示すとおり平均値 4.5×10-5

（cm/s）とする。 

 

図 2－4 ＣＨ級岩盤の透水試験結果 

 

表 2－1 ＣＨ級岩盤の透水係数 

岩級区分 試験数 
透水係数（平均値） 

（cm/s） 

ＣＨ級 43 4.5×10-5 

 

c. ＣＭ級，ＣＬ級岩盤の透水試験結果 

図 2－2 に示すボーリング孔のうち，ＣＬ級岩盤が存在するボーリング孔の代表

的な柱状図を補足１に示す。当該ボーリング孔を含め，透水試験を実施した全て

のボーリング孔において，透水試験区間（原則 10m）に連続してＣＭ級岩盤または

ＣＬ級岩盤が存在する区間は極めて限定的であり，岩級が均一な区間で透水試験を

実施することが困難であった。そのため，透水試験区間（原則 10m）においてＣＭ

級岩盤またはＣＬ級岩盤が部分的に存在し残りの区間をＣＨ級岩盤が占めている区

間を抽出し，ＣＭ級岩盤またはＣＬ級岩盤の存在比率が 30％以上の区間における存
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在比率と透水係数との相関関係により存在比率 100％に相当する透水係数を求め，

ＣＭ級岩盤またはＣＬ級岩盤の透水係数として設定した。 

試験区間内のＣＭ級岩盤の存在比率と透水係数の関係を図 2－5 に，ＣＬ級岩盤

の存在比率と透水係数の関係を図 2－6 に示す。また，設定した透水係数を表 2－2

に示す。 

 

図 2－5 ＣＭ級岩盤の存在比率と透水係数の関係 

 

 

図 2－6 ＣＬ級岩盤の存在比率と透水係数の関係 
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表 2－2 ＣＭ級，ＣＬ級岩盤の透水係数 

岩級区分 試験数 
透水係数（cm/s） 

（存在比率 100％相当値） 

ＣＭ級 12 5.6×10-4 

ＣＬ級 5 1.0×10-3 

 

(2) Ｄ級岩盤 

a. 設定方法 

Ｄ級岩盤は図 2－7 に示すとおり，主として地山の表層に薄く分布している。地

盤工学会基準の現場透水試験（ルジオン試験）の試験区間長は通常 5m とされてい

るが，表層は風化が進行しており，試験区間の確保ができないことから，現場透

水試験による透水係数の取得が困難であった。よって，クレーガーらの提案する

方法＊（地盤工学会）により透水係数を求めた。 

 

注記＊：粒径加積曲線から求まる 20％粒径（Ｄ20）を用いて透水係数の概略値を

推定する方法 

 

図 2－7 Ｄ級岩盤の分布状況 
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b. Ｄ級岩盤の粒度分布及び透水係数について 

Ｄ級岩盤について，図 2－8 に示す試料採取位置で採取した 12 試料を用いて粒

度試験を実施した。粒度試験結果に基づくＤ級岩盤の粒径加積曲線を図 2－9 に示

す。これらの粒度試験結果より求まるＤ級岩盤の 20％粒径Ｄ20の平均値は，図 2

－9 のとおり 0.05mm となり，この値からクレーガーらの方法（土質試験の方法と

解説（地盤工学会，2000））により推定した透水係数は，図 2－10 に示すとおり

2.80×10-4cm/s（≒3×10-4cm/s）となる。 

 

図 2－8 Ｄ級岩盤の試料採取位置 

 

 

図 2－9 Ｄ級岩盤の粒径加積曲線 
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図 2－10 クレーガーらの方法により推定したＤ級岩盤の透水係数 

 

上記を踏まえたＤ級岩盤の透水係数の推定値（3×10-4cm/s）は，表 2－2 に示す

ＣＬ級岩盤の透水係数より低くなっており，本結果は，岩級区分の低下に伴い透水

係数は高くなる一般的な傾向とは合致していない。また，Ｄ級岩盤は表 2－3 に示

すとおり，割れ目の発達した岩盤と風化の進行した岩盤に大別されるが，粒度試

験 12 試料のうち割れ目が発達した黒色頁岩は 1 試料のみであったため，本試料分

析に基づくＤ20 の平均値は低めに設定している可能性がある。 

以上を踏まえ，黒色頁岩の特性に着目した透水係数の検討についても実施する

こととした。 

 

表 2－3 代表的なＤ級岩盤のコア性状 
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c. 黒色頁岩（Ｄ級）の粒度分布及び透水係数について 

図 2－11 に示す黒色頁岩の粒径加積曲線により求まるＤ級岩盤の 20％粒径Ｄ20

は，0.10mm となり，図 2－12 に示すクレーガーらの方法により推定した透水係数

は 1.75×10-3cm/s（≒2×10-3cm/s）となる。 

 

 

図 2－11 Ｄ級岩盤（黒色頁岩）の粒径加積曲線 

 

 

図 2－12 クレーガーらの方法により推定した透水係数（黒色頁岩） 
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d. Ｄ級岩盤の特性を踏まえた透水係数の選定について 

b.で推定した透水係数 3×10-4cm/s と c.で推定した透水係数 2×10-3cm/s の差異

が解析結果に与える影響を評価するため，再現解析と同じモデルを用いた浸透流

解析（定常解析）による各観測孔位置での地下水位と地下水位低下設備（新設）

の揚水量について比較を行った結果を，それぞれ図 2－13 と表 2－4 に示す。地下

水位については，図 2－13 に示すとおり大きな差異は認められなかった。一方，

揚水量については，表 2－4 に示すとおり，透水係数を高く設定する方が揚水量は

わずかに低減する傾向が認められた。揚水量がより少ない方が，地盤内に地下水

がより多く滞留し地下水位が保守的に高く算出されると判断し，Ｄ級岩盤の透水

係数については，割れ目が発達したＤ級岩盤の影響を考慮した透水係数 2×10-

3cm/s を採用する。 

  

図 2－13 浸透流解析結果（地下水位） 
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表 2－4 浸透流解析結果（揚水量） 

透水係数(cm/s) 揚水量（m3/日） 

3×10-4 858 

2×10-3 856 

 

2.1.2 埋戻土及び砂礫層の透水係数 

(1) 埋戻土及び砂礫層の透水係数の設定方法 

建設時工認の埋戻土の透水係数は，工学的な観点から岩盤の透水係数より１オ

ーダー大きな値とすることで地下水位を保守的に評価することに重点を置き，現

場透水試験によらず透水係数を設定していた。 

今回，埋戻土及び砂礫層については，解析の精度向上を目的として，図 2－14

に示す地盤工学会基準の現場透水試験（回復法）を実施し，直接的に透水係数を

求めた。 

図 2－15 のとおり，埋戻土は敷地全域に分布しているため，幅広い地点で試験

を実施し，砂礫層は局所的に分布している範囲内で試験を実施して透水係数を求

めた。 

 

 

図 2－14 現場透水試験（回復法）の概要図 

（地盤調査の方法と解説(地盤工学会，2013)） 
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図 2－15 現場透水試験位置（埋戻土及び砂礫層） 

 

今回対象とした埋戻土及び砂礫層について，図 2－16 に埋戻土の粒径加積曲線

を，図 2－17 に砂礫層の粒径加積曲線を示す。 

埋戻土及び砂礫層の粒度分布はともに若干のばらつきは見られるものの，全体

的に礫分の占める割合が多く，特に埋戻土は礫を主体としていることが分かる。 

 

図 2－16 埋戻土の粒径加積曲線 

 

 

埋戻土

砂礫層

調査位置

3号機

1,2号機

a
b

c
d

e

f

g

h

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

0.001 0.01 0.1 1 10 100

通
過
質
量
百
分
率
（
%
）

粒径（㎜）

762



 

（参考）2-1-13 

 

 

図 2－17 砂礫層の粒径加積曲線 

 

(2) 埋戻土及び砂礫層の透水試験結果 

図 2－15 に示す位置で実施した，埋戻土の現場透水試験結果を表 2－5 に，砂礫

層の透水試験結果を表 2－6 に示す。埋戻土の透水係数は 1.7×10-1（cm/s），砂

礫層の透水係数は 3.6×10-3（cm/s）となる。 

 

表 2－5 埋戻土の透水試験結果 

試験位置 試験標高 
透水係数 

（cm/s） 

ａ EL-1.0m～EL-1.5m 2.48×10-1 

ｂ EL-3.4m～EL-4.4m 3.59×10-1 

ｃ EL-0.9m～EL-1.4m 8.66×10-2 

ｄ EL-3.0m～EL-3.5m 6.01×10-1 

ｅ EL-2.5m～EL-3.0m 2.89×10-2 

平均値＊ 1.7×10-1 

      注記＊：平均値の算定は対数平均により算出している。 
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表 2－6 砂礫層の透水試験結果 

試験位置 試験標高 
透水係数 

（cm/s） 

ｆ EL-8.0m～EL-8.5m 5.35×10-3 

ｇ EL-1.5m～EL-2.0m 5.69×10-3 

ｈ EL 8.4m～EL 7.9m 1.52×10-3 

平均値＊ 3.6×10-3 

注記＊：平均値の算定は対数平均により算出している。 

 

2.1.3 構造物及び改良地盤の透水係数 

(1) 構造物及び改良地盤の透水係数の設定 

コンクリート構造物の透水係数は地盤と比較して小さいことから，図 2－18 に

示す「管理型廃棄物埋立護岸 設計・施工・管理マニュアル（改訂版）」（H20.8

（財）港湾空間高度化環境研究センター）に基づき，不透水性地層として透水係

数を設定する。また，改良地盤の透水係数についても同様に不透水性材料として

設定することとし，構造物及び改良地盤の透水係数は表 2－7 に示すとおり 1.0×

10-5（cm/s）となる。 

 

 
（「管理型廃棄物埋立護岸 設計・施工・管理マニュアル（改訂版）」（（財）港湾空間高度化環境研究センター）より引用）  

図 2－18 不透水性地層及び不透水性材料の透水係数 

 

表 2－7 構造物及び改良地盤の透水係数 

区分 
透水係数 

（cm/s） 

構造物，改良地盤 1.0×10-5 
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(2) 構造物及び改良地盤の透水係数の影響について 

（1）で設定した構造物及び改良地盤の透水係数について，構造物及び改良地盤

の透水係数が解析結果に与える影響の確認を行う。構造物及び改良地盤の透水性

が十分小さい場合として，1.0×10-9cm/s とした場合の地下水位への影響を確認し

た。再現解析と同じモデルによる浸透流解析（定常解析）を実施して確認した結

果，図 2－19 に示すとおり各観測孔位置での地下水位に大きな差異は認められ

ず，構造物及び改良地盤の透水係数の影響は小さいことを確認した。 

 

  

図 2－19 浸透流解析結果（地下水位） 
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2.2 透水係数の設定値について 

上記の試験結果等により求めた透水係数を基に，浸透流解析に用いる透水係数を表

2－8 のとおり設定した。 

 

表 2－8 浸透流解析に用いる透水係数一覧 
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2.3 文献値との比較 

文献として，地下水ハンドブック（建設産業調査会）における一般的な地質におけ

る透水係数を表 2－9 に示す。 

礫～細砂では概ね 1.0×10-4～1.0×102（cm/s）程度となっており，砂礫層，埋戻土

として今回設定した透水係数はこの範囲内であることを確認した。 

島根原子力発電所の敷地内には，頁岩（堆積岩）及び凝灰岩（堆積岩）などが分布

しており，これらの岩種の透水係数は節理の状況等により 1.0×10-8～1.0×101

（cm/s）と広範囲にわたっている。表 2－8 で設定した透水係数はこの範囲内である

が，３次元浸透流解析における解析用物性値については，図 2－20 で比較している地

下水位観測孔における観測水位の平均値と，再現解析（定常解析）により求めた解析

水位が整合的であることから，妥当であることを確認している。 

 

表 2－9 地質別の水理条件（地下水ハンドブック（建設産業調査会）より引用） 

  

ＣＨ 

ＣＭ 

ＣＬ 

Ｄ 

砂礫層 埋戻土 
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図 2－20 観測水位と解析水位の比較 

（補足説明資料 図 3.3－9 再掲） 
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（補足１）ＣＬ級岩盤の透水試験実施ボーリング柱状図について 

ＣＭ級岩盤，ＣＬ級岩盤は，敷地内において分布が限定的であり，ボーリング孔で実施し

た透水試験区間（原則 10m）においてＣＭ級岩盤又はＣＬ級岩盤が連続して存在する区間は

ほとんど存在しない。ここでは，ＣＬ級岩盤の透水試験実施箇所のボーリング柱状図とし

て，図 1－1 に示す位置におけるボーリングコアの柱状図を図 1－2(1)～(9)に示す。 

当該ボーリングにおいてＣＬ級岩盤が存在しているのは最大で 7m 程度であり，透水試験

の全区間（原則 10m）には連続して存在していない。従って，ＣＬ級岩盤に相当する透水係

数を便宜的に決定するにあたり，2.1.1 (1) c. において示したとおり，ＣＨ級岩盤とＣＬ

級岩盤が存在する試験区間におけるＣＬ級岩盤の存在比率（30％以上）と透水係数の相関関

係より，存在比率 100％に相当する透水係数を算出している。 

 

 

図 1－1 今回説明位置 

 

 

  

1,2号機CH級・CM級岩盤

CM級岩盤

調査位置

CL級岩盤

3号機

透水係数（cm/s） 試験方法

CH級 4.5×10-5

ルジオン試験CM級 5.6×10-4

CL級 1.0×10-3

今回対象ボーリング孔 
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図 1－2（1）ＣＬ級岩盤透水試験実施箇所のボーリング柱状図 

・・・ＣＬ級岩盤確認箇所 
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図 1－2（2）ＣＬ級岩盤透水試験実施箇所のボーリング柱状図  

・・・ＣＬ級岩盤確認箇所 
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図 1－2（3）ＣＬ級岩盤透水試験実施箇所のボーリング柱状図  

・・・ＣＬ級岩盤確認箇所 
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図 1－2（4）ＣＬ級岩盤透水試験実施箇所のボーリング柱状図  
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図 1－2（5）ＣＬ級岩盤透水試験実施箇所のボーリング柱状図  
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図 1－2（6）ＣＬ級岩盤透水試験実施箇所のボーリング柱状図  
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図 1－2（7）ＣＬ級岩盤透水試験実施箇所のボーリング柱状図  
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図 1－2（8）ＣＬ級岩盤透水試験実施箇所のボーリング柱状図  

・・・ＣＬ級岩盤確認箇所 
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図 1－2（9）ＣＬ級岩盤透水試験実施箇所のボーリング柱状図 

・・・ＣＬ級岩盤確認箇所 
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（参考資料 2－2）浸透流解析に用いる有効間隙率について 

 

1. 概要 

浸透流解析に用いる解析用物性値については，再現解析により検証を行った期間におい

て，解析水位と観測水位が整合的であることを確認し，その妥当性を確認している。 

本資料では，浸透流解析における有効間隙率の設定方法について示す。 

 

2. 有効間隙率の設定 

2.1 岩盤の有効間隙率 

    岩盤の有効間隙率は日本工業規格等に基づく比重試験により表 2－1 のように設定

した。 

表 2－1 岩盤の有効間隙率 

岩級区分 有効間隙率（%） 

ＣＨ級 11.5 

ＣＭ級 15.3 

ＣＬ級 15.0 

Ｄ級 23.5 
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2.2 埋戻土及び砂礫層の有効間隙率 

埋戻土及び砂礫層の有効間隙率について，文献を基に以下のように設定した。 

・ 島根原子力発電所における埋戻土及び砂礫層の透水試験により求めた透水係数はそ

れぞれ 1.7×10-1（cm/s）及び 3.6×10-3（cm/s）であり，表 2－2 に示す「管理型廃棄

物埋立護岸 設計・施工・管理マニュアル」（（財）港湾空間高度化センター港湾・

海域環境研究所，H12.11）によると礫質土または砂質土に該当する。 

 

表 2－2 地盤の種類等による透水係数の設定例 

（「管理型廃棄物埋立護岸 設計・施工・管理マニュアル」 

（（財）港湾空間高度化センター 港湾・海域環境研究所）に加筆） 
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・ 「河川堤防の構造検討の手引き（改訂版）」（（財）国土技術研究センター，H24.2）

では島根原子力発電所における埋戻土及び砂礫層に相当する礫質土及び砂質土につ

いて，飽和土の透水係数（飽和透水係数）と不飽和土の透水係数（不飽和透水係数）

の比である比透水係数（kr）と，見かけの飽和度（S）及び見かけの体積含水率（θ）

との関係は図 2－1 のように示されている。土中の間隙内に重力に抵抗して土が保持

している最小の水分が存在すること，また浸透時に排出されない空気が存在している

ことを考慮した飽和度及び体積含水率を見かけの飽和度及び見かけの体積含水率と

している。 

 

 

図 2－1 土質材料の体積含水率と比透水係数の関係 

（「河川堤防の構造検討の手引き（改訂版）」（（財）国土技術研究センター）に加筆） 

 

・ 有効間隙率は，土粒子間の間隙のうち，地下水の流動が可能な間隙の割合であり，飽

和状態（見かけの飽和度 100％）において，見かけの体積含水率に該当する。従って，

表 2－3 に示すとおり，島根原子力発電所における埋戻土及び砂礫層の有効間隙率を

20.0%に設定した。 

 

表 2－3 埋戻土及び砂礫層の有効間隙率 

区分 有効間隙率（%） 

埋戻土 
20.0 

砂礫層 
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（参考資料 3）地下水位低下設備（既設）について 

 

1. 概要 

本資料は，再現解析においてモデル化している１，２号機の地下水位低下設備（既設）

について説明する。なお，地下水位低下設備（既設）については，設計地下水位の設定（予

測解析）において，その機能を期待しない。 

 

2. 設備の構造等 

地下水位低下設備（既設）は，各建物周囲の岩盤上に設置されたサブドレーン（有孔塩

ビ管，φ150mm），集水管（有孔ヒューム管，φ600mm及びφ300mm）を介してサブドレーン

ピットに集水し，揚水ポンプ・配管を介して構内排水路へ排水する構造となっている。図

2－1に地下水位低下設備（既設）の平面図を，図2－2にサブドレーン及び集水管の設置断

面図を示す。 

サブドレーンピットの水位は，原子炉建物の基礎底面高さ（EL-4.7m）より低いEL-5.9m

～EL-7.2mを通常運転状態の水位として運用している。サブドレーンピットの水位が，通

常運転状態の水位を超えるEL-5.9m以上に上昇すると，水位センサーが検知して揚水ポン

プを起動し，図2－3に示すように水位の上昇に合わせて順次起動することにより，EL-7.2m

まで水位を低下させる。揚水ポンプは保守点検のルールを定めて運用しており，定期的な

巡視・点検を実施し，地震後は速やかに設備点検を実施し状況を確認している。 

 

 

 

図 2－1 地下水低下設備（既設）平面図 
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図 2－2 サブドレーン及び集水管の設置断面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－3 サブドレーンピット揚水ポンプの運転条件  

  

集水管（原子炉建物周辺）
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：配管
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3. サブドレーンピットの地震時の影響について 

サブドレーンピット周辺はコンクリートで埋戻しているため，地震時に当該構造物の損

壊を想定した場合においても影響を及ぼす隣接構造物はない。 

サブドレーンピット周辺の埋戻状況を図 3－1 に示す。 

 

 

サブドレーンピット位置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－1 サブドレーンピット断面図（Ａ－Ａ断面）  

１，２号機

サブドレーンピット

サブドレーンピット 

原子炉建物 

屋外配管ダクト 

内空 2.2ｍ

EL 15.0ｍ

約 6ｍ 

EL -11.4ｍ

ＭＭＲ 

（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク格納槽～原子炉建

物） 

岩盤 

埋戻土 

Ａ Ａ 
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4. ２号機再稼働後の地下水位低下設備（既設）の運用について 

  設計揚圧力及び設計地下水位の設定にあたっては，地下水位低下設備（既設）には期待

しない条件での浸透流解析により地下水位を設定している。図 4－1 に示すようにドレー

ン（新設）はドレーン（既設）より十分下方に設置することから，地下水位低下設備（新

設）が機能した状態においては，図 4－2(1),(2)に示すように２号機原子炉建物付近の解

析水位はドレーン（既設）よりも下方に位置する。従って，地下水位低下設備（新設）の

運用開始後においてはドレーン（既設）の有無による地下水位への影響は無い。また，図

4－3 に揚水ポンプ（既設）による地下水排水量を示す。地下水位低下設備（新設）の掘削

開始以降，工事に伴う仮設排水ポンプの稼動により，揚水ポンプ（既設）による地下水排

水量は減少し，揚水井戸（新設）の掘削完了後以降の豪雨時（2021 年７月 12 日）におい

てもサブドレーンピットへの地下水の流入は無い。以上のことから，地下水位低下設備（新

設）の運用開始後においては地下水位低下設備（既設）の機能を停止し，サブドレーンピ

ットをコンクリートにより閉塞する。 

 

 

  平面図     断面図 

図 4－1 地下水位低下設備の概要 

 

 

図 4－2(1) 原子炉建物及びタービン建物の地下水位分布（南北） 
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図 4－2(2) 原子炉建物，廃棄物処理建物及び制御室建物の地下水位分布（東西） 

 

 

  注記＊：新設揚水井戸内の仮設排水ポンプ停止期間 

図 4－3 揚水ポンプ（既設）排水量 
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（参考資料 4）非定常解析の降雨に対する感度向上についての取り組み 

 

1. 概要 

設計地下水位の設定においては，降雨条件に保守性を持たせた定常解析による予測解

析に基づき設定する方針としており，非定常解析については解析モデルの妥当性検証の

ために補足的に実施する位置付けとして，設置許可段階においては，再現解析（定常解

析）に加え，観測降雨を与える再現解析（非定常解析）を実施していた。その結果，降

雨時の解析水位の感度が観測水位と比較して小さい傾向が確認された。 

上記を踏まえ，本資料では，再現解析（非定常解析）における降雨時の解析水位の感

度が小さい要因を分析し，感度向上を目的とした検討内容及び結果について説明する。 

ここで，本資料に記載する浸透流解析の一覧を表 1－1 に示す。 

 

表 1－1 浸透流解析一覧 

解析種別 実施時期 内容 以降の記載方法 

再現解析 

定常解析 設置許可時 
モデルの妥当性確認のため実
施 

再現解析① 

非定常解析 

設置許可時 再現解析①の参考として実施 再現解析② 

詳細設計時 
再現解析②を踏まえ，降雨時
の解析水位の感度向上を目的
として実施（今回実施） 

再現解析③ 
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2. 再現解析（非定常解析）の感度向上のための検討 

2.1 降雨に対する感度向上に寄与する要因の分析 

再現解析②の解析モデルでは，地表面への降雨は構内排水路を介して海へ排水され

ることから，舗装範囲については降雨の地下への浸透を考慮していない。実際には，

工事中の掘削等の影響により，地表面から降雨が浸透することも想定されることか

ら，地表面からの降雨の浸透が再現解析（非定常解析）の感度向上に寄与する一因と

して推察される。 

 

2.2 感度向上のための検討内容 

(1) 境界条件 

再現解析③では，検証期間中に施工中であった安全対策工事に伴う舗装の撤去・

掘削等による地表面の状況を踏まえ，降雨の地下への浸透について考慮する。 

浸透を考慮する舗装範囲は，工事状況が時々刻々と変化することを踏まえ，舗装

の全範囲とする。 

(2) 検証期間 

解析水位と観測水位を比較するための検証期間は，地下水位観測開始以降で，一

定期間の観測水位データが概ね連続的に取得されている 2016 年 4 月～2016 年 11 月

とする。なお，本期間以降は，地盤改良等の安全対策工事に起因する水位変動の影

響が否定できないことから，解析期間として選定しない。 

 

表 2－1 に，今回実施する再現解析③とこれまで実施した再現解析①及び再現解析②

とのモデル概要の比較を示す。 
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表 2－1 再現解析のモデル概要比較 

 

  

項目 再現解析① モデル 再現解析② モデル 再現解析③ モデル 

目的 モデル化の妥当性を確認 

（観測記録の再現性を確保） 

モデル化の妥当性を確認するための参考として実施 

 （再現解析②の感度向上） 

解析コード Dtransu-3D・EL，バージョン：ver.2af90MP 

解析領域 敷地を取り囲む分水嶺までを解析範囲とする 

 

 

 

 

 

 

１，２号機エリア          ３号機エリア 

格子数 ・平面格子数：１，２号機エリア：約 2.1 万 

３号機エリア：約 2.4 万 

・総格子数：１，２号機エリア：約 121 万 

３号機エリア：約 138 万 

・格子寸法：1～40m 程度（構造物近傍は最小 1m 程度，山側領域は 40m 程度） 

解析種別 定常解析 非定常解析 

検証期間 2016 年 4 月～2018 年 8 月 2016 年 4 月～2016 年 11 月 

降雨条件 構内観測所における年平均

降水量 1,540mm/年を定常的

に与える 

構内観測所における検証期間中の降水量を経時的に与える 

モデル（地形） 検証期間に対応した状態 

モデル（地盤） 検証期間に対応した状態 

モデル（構造物） 検証期間に対応した状態 

モデル 

（ドレーン） 

ドレーン（既設）を管路として考慮 

境界条件 実態に則した設定 

・山側：閉境界 

・海側：H.W.L.（EL 0.46m）に水位固定 

・ドレーン：管路としてモデル化 

感度向上を目的とした設定 

・山側：閉境界 

・海側：H.W.L.（EL 0.46m）

に水位固定 

・ドレーン：管路としてモデ

ル化 

・安全対策工事の実施状況を

踏まえて舗装範囲の見直し 

透水係数 透水試験，粒度試験＊1及び文献値＊2 

有効間隙率 物理試験及び文献値＊3 

注記＊1：土質試験の方法と解説に基づき設定 

＊2：管理型廃棄物埋立護岸 設計・施工・管理マニュアル（改訂版）に基づき設定 

＊3：河川堤防の構造検討の手引き（改訂版）に基づき設定 

防波壁

凡例

海域

埋戻土

Ｄ級岩盤

ＣＬ級岩盤

ＣＭ級岩盤

ＣＨ級岩盤

１，２号機主要施設

分水嶺

３号機主要施設

分水嶺
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3. 解析結果 

再現解析③について，図 3－1 に示す地下水位観測孔における解析水位を観測値と比較

することにより，解析水位の降雨への感度を図 3－2(1)～(7)のとおり確認した。また，

再現解析②の結果についても併記した。 

 

 

 

図 3－1 地下水位観測孔位置図 
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図 3－2(1) 地下水位の経時変化（No.1 孔） 

 

図 3－2(2) 地下水位の経時変化（No.2 孔） 

 

図 3－2(3) 地下水位の経時変化（No.3 孔） 
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図 3－2(4) 地下水位の経時変化（No.4 孔） 

 

図 3－2(5) 地下水位の経時変化（No.5 孔） 

 

図 3－2(6) 地下水位の経時変化（No.6 孔） 
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図 3－2(7) 地下水位の経時変化（No.7 孔） 

 

再現解析③では，再現解析②と比較して，降雨に対する解析水位の感度が向上してい

ることが確認された。No.6 孔については，一部の期間において観測水位が降雨に伴い大

きく変動しているものの，地下水位低下設備（既設）に近接する観測孔であり地下水位

低下効果の影響が大きい範囲にあるため，それ以外の検証期間では，解析水位と観測水

位の変動がいずれも小さい傾向にある。一部の期間において観測水位が降雨に伴い大き

く変動している要因としては，観測孔周辺での工事状況等の影響により，一時的に雨水

が観測孔に流入し易い状況であったことが推察される。 

 

4. 非定常解析の感度向上に関する取り組み結果 

今回実施した再現解析③では，設置変更許可時に実施した再現解析②から一部条件を

変更し，降雨への感度分析を行った。図 3－2(1)～(7)の赤枠で示す期間（2016 年 8 月 14

日～9 月 5 日）での降雨時の水位変動を確認するため，表 4－1 に各地下水位観測孔にお

ける降雨前の地下水位と降雨期間中の最大地下水位との差を示す。その結果，観測孔に

よってばらつきは見られるものの，降雨時の地下水位の変動は，再現解析③では再現解

析②に比べて大きい値を示していることから，再現解析②に比べて降雨に対する感度が

向上していることを確認した。 

以上のことから，非定常解析による降雨後の地下水位の変動の再現性には地表からの

降雨の浸透による影響が大きいと判断される。その他の要因としては，敷地に広く分布

している埋戻土の透水係数の影響が考えられるが，埋戻土の透水係数の不確かさを踏ま

えた確認を行った結果，感度に与える影響は小さいことを確認している。（補足１参

照） 
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表 4－1 降雨時における地下水位変動の比較 

観測孔 

No. 

降雨時＊の水位変動（最大値） 

再現解析② 

（設置許可時） 

再現解析③ 

（今回） 
観測水位 

１ 0.00m 0.37m 0.40m 

２ 0.00m 0.06m 2.12m 

３ 0.01m 0.25m 0.28m 

４ 0.03m 0.24m 1.05m 

５ -0.02m 0.32m 1.78m 

６ 0.05m 0.15m 5.80m 

７ 0.21m 0.27m 1.18m 

   注記＊：2016/8/14～2016/9/5 

 

5. 非定常解析の位置付けについて 

再現解析③では，降雨に対する感度向上が確認され，解析モデルが地下水位の時系列

的な変動に対しても再現性があることが確認された。 

今回の検討により再現解析（非定常解析）の参考としての位置付けは変わらず，設計

地下水位の設定においては，降雨条件に保守性を持たせた定常解析による予測解析に基

づき設定する方針としており，表 5－1 のとおり，検証期間全体を通して定常解析による

予測解析の水位は再現解析③による解析水位及び観測水位を常に上回っていることか

ら，設計地下水位は十分な保守性を有していることを確認している。 

 

表 5－1 地下水位の比較 

観測孔 

No. 

最高水位 

再現解析③＊ 

（今回） 
観測水位＊ 予測解析 

１ EL 0.81m EL 1.10m EL 3.41m 

２ EL 3.02m EL 1.11m EL 10.65m 

３ EL 0.95m EL 1.14m EL 1.51m 

４ EL 3.58m EL 3.39m EL 5.97m 

５ EL 4.58m EL 3.39m EL 6.75m 

６ EL-0.62m EL 6.03m EL 15.00m 

７ EL 7.24m EL 5.90m EL 19.00m 

注記＊：検証期間中の最高値 
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（補足１）埋戻土の透水係数の不確かさが地下水位変動に与える影響について 

 再現解析（非定常解析）の感度向上の取り組みとしては，工事状況を踏まえた地表から

の雨水の浸透を考慮することにより改善を図っているが，ここでは埋戻土の透水係数の不

確かさを踏まえた影響について確認を行う。 

 

1. 埋戻土の透水係数の不確かさによる影響の確認方法 

再現解析（非定常解析）における透水係数の不確かさによる降雨に対する感度への影

響について，埋戻土の透水係数を大きく変化させた検討ケースにより確認を行う。 

確認は表 1－1 に示す再現解析④により行うこととし，再現解析（非定常解析）におい

て降雨に対して感度の良い結果が得られた No.3 観測孔及び比較的感度の悪い No.2 観測

孔について確認する。 

埋戻土の透水係数の不確かさを踏まえた再現解析（非定常解析）においては表 1－2 に

示す，試験平均値により求めた解析用の透水係数を大きく増減させた値として，1/10 倍

及び 10 倍した透水係数を用いて確認する。 

再現解析（非定常解析）の感度向上に向けた取り組みとして実施した再現解析③との

解析条件の比較を表 1－3 に示す。 

  

 

表 1－1 再現解析実施内容 

解析ケース名 解析種別 実施時期 内容 

再現解析① 定常解析 設置許可時 モデルの妥当性確認のため実施 

再現解析② 

非定常解析 

設置許可時 再現解析①の参考として実施 

再現解析③ 

詳細設計時 

再現解析②を踏まえ，降雨時の解析水位の感度
向上を目的として実施 

再現解析④ 
再現解析③の検証を踏まえ，埋戻土の透水係数
の不確かさの影響を確認することを目的として
実施（今回実施） 

 

 

 

 

  

795



 

（参考）4-10 

 

表 1－2 埋戻土の透水係数の不確かさの検討ケース 

検討ケース 透水係数（cm/s） 

再現解析③ 標準値（試験平均値） 2×10-1 

再現解析④ 

透水係数が高い場合 標準値×10 倍 2×100  

透水係数が低い場合 標準値×1/10 倍 2×10-2 

  

796



 

（参考）4-11 

 

表 1－3 再現解析（非定常解析）の解析条件比較 

 

  

項目 再現解析③ モデル 再現解析④ モデル 

目的 モデル化の妥当性を確認するための参考として実施 

再現解析②の感度向上（舗装範囲見直し） 透水係数の不確かさによる影響確認 

解析コード Dtransu-3D・EL，バージョン：ver.2af90MP 

解析領域 敷地を取り囲む分水嶺までを解析範囲とする 

 

 

 

 

 

 

１，２号機エリア          ３号機エリア 

格子数 ・平面格子数：１，２号機エリア：約 2.1 万 

３号機エリア：約 2.4 万 

・総格子数：１，２号機エリア：約 121 万 

３号機エリア：約 138 万 

・格子寸法：1～40m 程度（構造物近傍は最小 1m 程度，山側領域は 40m 程度） 

解析種別 非定常解析 

検証期間 2016 年 4 月～2016 年 11 月 

降雨条件 構内観測所における検証期間中の降水量を経時的に与える 

モデル（地形） 検証期間に対応した状態 

モデル（地盤） 検証期間に対応した状態 

モデル（構造物） 検証期間に対応した状態 

モデル 

（ドレーン） 

ドレーン（既設）を管路として考慮 

境界条件 感度向上を目的とした設定 

・山側：閉境界 

・海側：H.W.L.（EL 0.46m）に水位固定 

・ドレーン：管路としてモデル化 

・安全対策工事の実施状況を踏まえて舗装範囲の見直し 

透水係数 透水試験，粒度試験＊1及び文献値＊2 

より算定した標準値 

標準値を大きく増減させた値 

標準値×10 倍，標準値×1/10 倍 

有効間隙率 物理試験及び文献値＊3 

注記＊1：土質試験の方法と解説に基づき設定 

＊2：管理型廃棄物埋立護岸 設計・施工・管理マニュアル（改訂版）に基づき設定 

＊3：河川堤防の構造検討の手引き（改訂版）に基づき設定 
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2. 埋戻土の透水係数の不確かさを踏まえた影響確認結果 

  図 2－1 及び図 2－2 に埋戻土の透水係数の不確かさを踏まえた再現解析（非定常解析）

結果を示す。 

  埋戻土の透水係数を 1/10 倍及び 10 倍した場合ともに降雨に対する地下水位の感度向

上は確認できない。 

  No.2 観測孔においては，標準値を用いた解析水位に比べ，10 倍した場合の解析水位は

観測水位との差が小さくなる傾向にあるが，降雨に対する感度は低下しており，1/10 倍し

た場合の解析水位は降雨に対する感度はわずかに向上しているものの，解析結果は観測水

位との差が大きくなる傾向が確認できた。 

  No.3 観測孔については 10 倍した場合の解析水位は降雨に対する感度は標準値を用いた

解析水位と同程度であるが，解析水位と観測水位の差が大きくなる傾向が確認され，1/10

倍した場合については降雨に対する地下水位の感度は低下し，さらに解析水位と観測水位

との差が大きくなる傾向が確認できた。 

  以上のことから再現解析（非定常解析）の感度向上に対しては，埋戻土の透水係数の不

確かさによる影響は小さく，地表面からの降雨の浸透による影響が大きいことを確認した。 

 

（1）検証期間（2016 年 4 月～11 月） 

 

（2）2016/8/15～10/15 拡大 

図 2－1 埋戻土の透水係数の不確かさを踏まえた再現解析（非定常解析）結果（No.2 孔）  
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（1）検証期間（2016 年 4 月～11 月） 

 

（2）2016/8/15～10/15 拡大 

図 2－2 埋戻土の透水係数の不確かさを踏まえた再現解析（非定常解析）結果（No.3 孔） 
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（参考資料 5）地下水位観測記録について 

 

1. 概要 

  設置変更許可時に示している地下水位観測孔における観測水位について，最新の観測

記録を示すとともに，設計地下水位の妥当性について示す。 

 

2. 観測記録 

  地下水位観測孔の位置図を図 2－1 に，2014 年 11 月から 2022 年 1 月までの観測記録を

図 2－2(1)～(7)に示す。 

  設置変更許可審査以降（2020 年 10 月以降）の 2021 年 7 月 12 日おいて，観測開始

（2014 年 11 月）以降の最大日降水量を記録しており，地下水位観測孔 No.3 孔及び No.6

孔において観測水位の過去最高値を記録している。 

 

 

図 2－1 地下水位観測孔位置図 
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（参考）5-2 

 

 

図 2－2(1) 地下水位観測記録（No.1 孔） 

 

図 2－2(2) 地下水位観測記録（No.2 孔） 

 

図 2－2(3) 地下水位観測記録（No.3 孔） 

 

図 2－2(4) 地下水位観測記録（No.4 孔） 
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（参考）5-3 

 

 

図 2－2(5) 地下水位観測記録（No.5 孔） 

 

図 2－2(6) 地下水位観測記録（No.6 孔） 

 

図 2－2(7) 地下水位観測記録（No.7 孔） 
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（参考）5-4 

 

3. 設計地下水位の妥当性確認について 

  地下水位観測記録の最大値と予測解析（定常解析）における解析水位（自然水位）との

比較を表 3－1 に示す。 

  No.3 観測孔においては，観測水位が解析水位（自然水位）を上回っている。このことか

ら，屋外重要土木構造物等の設計地下水位の設定においては，参考資料 8－2 に示すよう

に浸透流解析の結果から構造物の耐震安全性評価で検討する解析モデル範囲内の最高地

下水位を抽出し，それに裕度を加えた地下水位を設計地下水位として全解析断面に対して

一律に設定することにより，設計地下水位を観測水位よりも高く設定する。 

  以上のことから，設置許可審査以降の観測記録を踏まえても屋外重要土木構造物等の設

計地下水位の設定値が妥当であることを確認した。 

 

表 3－1 観測水位と解析水位（自然水位）の比較 

観測孔 

No. 

①観測水位 

（m） 

②解析水位 

（自然水位） 

（m） 

差（②－①） 

（m） 

1 1.79 3.41 1.62 

2 3.59 10.65 7.06 

3 1.67＊ 1.51 -0.16 

4 4.03 5.97 1.94 

5 4.12 6.75 2.63 

6 8.66＊ 15.00 6.34 

7 7.97 19.00 11.03 

       注記＊：2020 年 10 月以降に更新した最高地下水位 
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（参考）6-1 

 

（参考資料 6）予測解析における降雨条件について 

 

1. 概要 

本資料では，設計地下水位の設定に係る予測解析における，敷地の地下水位に影響を

与える降雨条件について，保守的な評価となる条件についての検討結果を示す。 

 

2. 降雨条件の設定について 

2.1 発電所周辺の降雨記録による設定値 

設計地下水位の設定に係る予測解析に用いる降雨条件の設定に当たり，島根原子力発

電所が位置する島根県松江市の気象庁松江地方気象台の過去 78 年間（1941～2018 年）

の年間降水量の記録に基づき，年間降水量の平均値を算出し，降雨条件を保守的に設定

するため，ばらつきを考慮する。 

松江地方気象台における年間降水量の平均値は 1,880mm/年であり，平均値にばらつき

を考慮した値（平均値＋１σ）は図 2－1 に示すとおり，2,163mm/年となる。 

なお，図 2－1 に示すとおり，松江地方気象台における年間降水量の平均値は，島根原

子力発電所において観測された年間降水量の平均値を上回っている。 

 

 

図 2－1 松江市の年間降水量の正規分布 
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（参考）6-2 

 

 2.2 更なる保守性の確保について 

設計地下水位の設定に係る予測解析における降雨条件の設定に当たり，更なる保守性を確

保するための取り組みについて示す。 

気象庁・環境省による今後の気候変動予測に関する分析＊によると，将来の温室効果ガス

濃度に応じたシナリオ（ＲＣＰシナリオ）により日本周辺の将来（2080 年～2100 年）の気

候変動予測計算を実施している。このうち，図 2－2 に示す地球温暖化を引き起こす効果を

示す指標である放射強制力が今後も上昇を続け，2100 年以降に安定化するシナリオを選定

する。図 2－3 に示すように西日本の日本海側では，将来的に（2080～2100 年）年間降水量

が約 130mm/年増加する可能性があることが報告されていることから，降雨条件の保守的な

設定に当たっては，この値についても考慮する。 

以上を踏まえ，地下水位の設定に係る浸透流解析においては，表 2－1 に示すとおり降雨

条件として 2,400mm/年を考慮する。 

 

注記＊：気象庁・環境省「日本国内における気候変動予測の不確実性を考慮した結果につ

いて」 

 

表 2－1 浸透流解析に用いる降雨条件 
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（参考）6-3 

 

 

気象庁・環境省「日本国内における気候変動予測の不確実性を考慮した結果について（お知ら

せ）別添資料」p.43 に一部加筆 

図 2－2 ＲＣＰシナリオについて 

 

気象庁・環境省「日本国内における気候変動予測の不確実性を考慮した結果について（お知ら

せ）別添資料」p.21 に一部加筆 

図 2－3 年降水量の将来変化予測 
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（参考）7-1 

 

（参考資料 7）地下水位低下設備（新設）について 

 

1. 概要 

本資料は，原子炉建物等の建物・構築物に作用する揚圧力及び液状化の低減を目的と

して設置する地下水位低下設備（新設）の全体構成を説明するものである。なお，各設

備の設定根拠等については，「NS2 補足-023 地下水位低下設備の設計方針」に示す。 

 

2. 地下水位低下設備（新設）の構成 

地下水位低下設備（新設）は，発電所の運用面，施工ヤード，構内排水計画等を踏ま

えタービン建物の西側に設置し，揚水井戸及び多重化した揚水系統（揚水ポンプ，水位

計，配管等）で構成する。制御盤は，原子炉建物内に多重化した２系統を設置し，地下

水位低下設備（新設）を操作・監視できる構成とする。電源は系統ごとに異なる非常用

電源母線に接続する。また，操作・監視については，中央制御室に設置する制御盤にお

いても実施できる構成とする。  

 

3. ドレーン（新設）の構成 

ドレーン（新設）は，原子炉建物等に作用する揚圧力及び液状化の影響を低減する目

的で３次元浸透流解析により，原子炉建物等の十分な地下水位低下効果が期待できるこ

とを確認した平面配置及び深度とする。具体的には，揚水井戸から建物周辺地下岩盤内

に直線的に３本配置し，地下水を揚水井戸に集水する構造として，ドレーン（既設）よ

り低い EL-18.7ｍ～EL-12.0ｍの範囲に設置する。浸透流解析においては，ドレーン（新

設）は，施工計画高の上限高さでモデル化を行う。 

地下水はドレーン（新設）により集水され，揚水井戸内に設置した揚水ポンプ，配管

により構内排水路へ排水される。 

地下水位低下設備（新設）の平面図を図 3－1 に，構成概要を表 3－1，図 3－2 に示

す。 

図 3－1 地下水位低下設備（新設）の平面図  
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（参考）7-2 

 

 

表 3－1 地下水位低下設備（新設）の構成概要 

構 成 概 要 

ドレーン ＶＰ管（φ200mm），揚水井戸に接続する。 

揚水井戸 内径 φ3.5m の鉄筋コンクリート造，タービン建物西側（EL8.5m）に

設置する。 

揚水ポンプ 

（配管を含む） 

揚水ポンプ（容量 216 m3/h/個，揚程 35m，原動機出力 37kW）を揚

水井戸に 2 個/系統×2 系統（計 4 個）設置する。 

水位計・制御盤 水位計（計測範囲EL-21.4m～EL-12.0m）は揚水井戸に１個/系統×2

系統（計2個）設置する。 

制御盤は原子炉建物内に1面／系統×2系統（計2面）設置し，中央制

御室に設置する制御盤（1面）においても操作・監視できる構成とす

る。 

電源 系統ごとに，異なる非常用電源母線に接続する。 

 

 

図 3－2 地下水位低下設備（新設）の構成図 

                     

原子炉建物

：水位計

：浸透流解析におけるドレーン設置高さ

：揚水ポンプ

EL 8.5m

EL－21.70m

揚水井戸

構内排水路

EL -4.7m（基礎底盤下端）

EL-18.7ｍ～EL-12.0ｍ
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（参考）8-1-1 

 

（参考資料 8-1）１号機建物・構築物の地下水位について 

 

1. 概要 

本資料は，地下水位低下設備（新設）の効果が及ぶ範囲（EL 8.5m 盤及び EL 15.0m 盤）

に位置する１号機建物・構築物について，地下水位が耐震評価に与える影響について確

認するものである。 

 

2. １号機建物・構築物の地下水位 

１号機建物・構築物について，予測解析により得られた地下水位及び揚圧力を表 2－1

に示す。全施設において地下水位が基礎底面高さを下回っていることから，地下水位が

１号機建物・構築物の耐震評価に与える影響はない。 

 

表 2－1 １号機建物・構築物の地下水位 

施設名称 基礎底面高さ 
予測解析結果＊ 

（地下水位） 

１号機原子炉建物 EL 0.1m EL 0.0m 

１号機タービン建物 EL-0.3m EL-1.0m 

１号機廃棄物処理建物 EL 5.0m EL-2.1m 

１号機排気筒 EL 0.0m EL-0.6m 

注記＊：各建物・構築物位置での平均地下水位 

 

 

809



 

（参考）8-2-1 

 

（参考資料 8－2）土木構造物の設計地下水位の設定方法 

 

1. 概要 

屋外重要土木構造物等の設計地下水位は，予測解析（水位評価）モデルを用いた３次

元浸透流解析（定常解析）より得られた解析水位を参照し，観測水位の不確かさ等を考

慮した余裕代を加えたうえで，解析水位を上側に包絡するよう設定する方針としている。 

本資料は，土木構造物の設計地下水位の設定方法について整理したものである。 

 

2. 設計地下水位の設定に用いる裕度の考え方について 

再現解析モデルの妥当性確認を目的として実施した，図 2－1 に示す地下水位観測孔

における観測水位と再現解析による解析水位の比較結果を図 2－2 に示す。検証を行った

期間（2016 年 4 月～2018 年 8 月）において，解析水位は観測水位と整合的であることを

確認し，一部の観測孔では観測水位が解析水位を上回っている箇所が存在するが，その

差は観測水位に対するばらつき（1σ）の範囲内である。よって，屋外重要土木構造物等

の設計地下水位の設定に際しては，観測水位の標準偏差を裕度として解析水位に加える

ことで，設計地下水位を保守的に高く設定する。設計地下水位に加える裕度としては，

表 2－1 に示すとおり，観測水位のばらつき（1σ）の最大値である 0.6m 程度を考慮する

方針とする。 

 

 

図 2－1 地下水位観測孔位置図（図 3.3－3 の再掲） 
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（参考）8-2-2 

 

 

図 2－2 観測水位と解析水位の比較（図 3.3－9 の再掲） 

 

表 2－1 観測水位と解析水位の比較 

観測孔 

観測水位（EL m） 
(C)解析水位 

（EL m） 
(A)平均値 (B)標準偏差 

No.1 0.4 0.5 0.2 

No.2 -1.6 0.6 1.8 

No.3 0.7 0.3 0.6 

No.4 2.1 0.4 2.2 

No.5 1.6 0.6 3.0 

No.6 -0.7 0.6 -0.8 

No.7 5.1 0.5 6.6 
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（参考）8-2-3 

3. 設計地下水位の設定方法

設計地下水位は，構造物の耐震安全性評価で対象とする解析モデル範囲内で，浸透流

解析の結果から最高地下水位を抽出し，それに裕度を加えた地下水位として全解析断面

に対して一律に設定する。 

設計地下水位の設定方法のイメージを図 3－1 に示す。 

（平面図） 

（断面図） 

図 3－1 設計地下水位の設定方法のイメージ図 

短辺方向の解析モデル範囲

長辺方向の解析モデル範囲

：解析モデル範囲

：浸透流解析より求まる最高地下水位

：評価対象構造物

0m

1m

2m

MMR MMR

長辺方向断面（拡大） 短辺方向断面（拡大）

：浸透流解析より求まる最高地下水位

：設計地下水位

裕度
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（参考資料 13） 改良地盤における補足 

1. 概要

2. 改良地盤の概要

3. 各施設における改良地盤の概要

4. 改良地盤の解析用物性値の設定

4.1 基本方針 

4.2 既設改良地盤（改良地盤④，薬液注入工法） 

4.2.1 原位置試験及び室内試験 

4.2.2 解析用物性値の設定方法 

4.2.3 解析用物性値の設定 

4.3 既設改良地盤（改良地盤⑤，高圧噴射攪拌工法） 

4.3.1 原位置試験及び室内試験 

4.3.2 解析用物性値の設定方法 

4.3.3 解析用物性値の設定 

4.4 既設改良地盤（改良地盤⑥，高圧噴射攪拌工法） 

4.4.1 原位置試験及び室内試験 

4.4.2 解析用物性値の設定方法 

4.4.3 解析用物性値の設定 

4.5 新設改良地盤（改良地盤①～③，薬液注入工法） 

4.5.1 室内配合試験 

4.5.2 解析用物性値の設定方法 

4.5.3 解析用物性値の設定 

4.6 新設改良地盤（改良地盤⑦，高圧噴射攪拌工法） 

4.6.1 室内配合試験 

4.6.2 解析用物性値の設定方法 

4.6.3 解析用物性値の設定 

4.7 既設改良地盤（置換コンクリート） 

4.7.1 解析用物性値の設定 

4.8 既設改良地盤（改良地盤⑧，流動化処理工法） 

4.8.1 防波壁（逆Ｔ擁壁）の改良地盤⑧の経緯及び役割 

4.8.2 供試体作製及び室内試験 

4.8.3 解析用物性値の設定方法 

4.8.4 解析用物性値の設定 

5. 品質確認方針

（参考１）設置許可段階における防波壁（逆Ｔ擁壁）の改良地盤の解析用物性値について

（参考２）設置許可段階における防波壁（逆Ｔ擁壁）の改良地盤の発生応力範囲について 

今回提出範囲： 
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1. 概要

島根原子力発電所の土木構造物は，構造物の支持や構造物の変形抑制等の役割に期待し

て，地盤改良やコンクリートの置換を実施している。 

土木構造物の評価において，これらの改良地盤を含めて解析モデルを作成する必要があ

ることから，原位置試験及び室内試験等に基づき，改良地盤に適切な解析用物性値を設定

する。 

また，改良地盤に期待する役割や物性値設定の経緯に応じて品質確認方針を設定のうえ，

改良地盤の品質が確保されていることを確認する。 

改良地盤のうち，2022 年 3 月 31 日時点において施工済みのもの（以下「既設改良地盤」

という）については，施工後の原位置試験及び室内試験の試験結果を踏まえて解析用物性

値を設定する。 

また，2022 年 3 月 31 日時点において施工中，もしくは計画中のもの（以下「新設改良

地盤」という）については，室内配合試験において作製した供試体の試験結果を踏まえて

解析用物性値を設定する。 

（参考）13-1
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新設改良地盤のうち防波壁（逆Ｔ擁壁）の改良地盤については，設置許可段階におい

て地震動及び地殻変動による基礎地盤の傾斜が基本設計段階の目安値である 1/2,000 を

上回るものの，施設の安全機能を損なうおそれがない地盤であることを確認したことか

ら，「防波壁（逆Ｔ擁壁）の改良地盤の基本設計方針としては，設置許可段階において

設定したＰＳ検層等に基づく改良地盤の物性値（管理目標値）が確保されていることを

三軸圧縮試験等の室内試験及び原位置試験で確認する」こととしている。 

上述を踏まえ，図 1－1 のフローに基づき，防波壁（逆Ｔ擁壁）の改良地盤の設計及び

施工を実施する。防波壁（逆Ｔ擁壁）の改良地盤は，実施工に先立って実施する室内配

合試験において，三軸圧縮試験及び超音波速度測定等により解析用物性値を設定するこ

ととし，設置許可段階において設定したＰＳ検層等に基づく改良地盤の物性値（管理目

標値）が確保されていることを確認する。 

また，実施工における三軸圧縮試験及びＰＳ検層により，設置許可段階において設定

したＰＳ検層等に基づく改良地盤の物性値（管理目標値）及び室内配合試験において設

定した解析用物性値が確保されていることを，設工認審査において説明する。 

図 1－1 防波壁（逆Ｔ擁壁）の改良地盤の検討フロー 

防波壁（逆Ｔ擁壁）の改良地盤の基本設計方針
ＰＳ検層等に基づく改良地盤の物性値（管理目標値）が確保されて
いることを三軸圧縮試験等の室内試験及び原位置試験で確認する

設工認審査にて
説明

設置許可段階

室内配合試験の室内試験結果を踏まえて，
解析用物性値を設定

設置許可において設定した管理目標値が
確保されることを確認

（強度特性・変形特性）

4.5.1 室内配合試験

防波壁（逆Ｔ擁壁）の改良地盤は，追加で地盤改良を行うた
め「新設改良地盤」と整理し，室内配合試験における三軸圧
縮試験や超音波速度測定等により解析用物性値を設定する

設置許可において設定した管理目標値及び室内配合試験から
設定した解析用物性値が確保されていることを確認するため，
実施工において品質確認試験を実施する

管理目標値及び解析用物性値が確保される
ことを確認（三軸圧縮試験及びPS検層）

品質確認結果より得られた物性値を
踏まえ，影響検討を実施

5. 品質確認試験

（参考）13-2
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2. 改良地盤の概要

2.1 地盤改良工法の種類と適用地盤 

地盤改良工法については，文献（陸上工事における深層混合処理工法設計・施工マニ

ュアル改訂版，（財）土木研究センター，平成 16 年 3 月）では，以下の項目により分

類づけられる。 

① 対策工法を必要とする理由，目的，期待する効果

② 地盤の性状

③ 構造物の性質

④ 現場条件，周辺環境

地盤改良工法の種類と適用地盤・効果を表 2.1－1 に示す。 

表 2.1－1 地盤改良工法の種類と適用地盤・効果 

（参考）13-3
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表 2.1－1 に示す工法のうち，島根原子力発電所で適用している地盤改良工法として

は，適用地盤や工法の効果とも幅広い「固結工法」を基本としている。固結工法のうち，

採用した工法は深層混合処理工法（高圧噴射撹拌工法）及び薬液注入工法である。 

この他，置換工法のうち，掘削置換工法（コンクリート置換工及び流動化処理工法）

を採用した。 

（参考）13-4
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2.2 地盤改良工法の概要 

島根原子力発電所で適用している地盤改良工法の概要を表 2.2－1 に示す。 

表 2.2－1 施工方法の概要（1/2） 

工法 概要 

深層混合 

処理工法 

（高圧噴射 

攪拌工法） 

高圧でセメントミルクを吐出し，原地盤を切削・攪拌することで改良体

を造成する工法。構造物の支持や変形抑制を目的として，地上構造物及

び埋設構造物があり開削が困難な防波壁（多重鋼管杭式擁壁），防波壁

（波返重力擁壁）及び取水槽にて採用。 

高圧噴射攪拌工法の概要 

薬液注入 

工法 

ケーシングで削孔し，薬液を注入することで，改良体を造成する工法。

地盤に注入された薬液は，地盤の土粒子構造を変えることなく，地盤内

の間隙水と置き換わることにより粘着力を付加する。構造物の支持や変

形抑制を目的として，地上構造物及び埋設構造物があり開削が困難な防

波壁（逆Ｔ擁壁）及び防波壁（多重鋼管杭式擁壁）にて採用。

薬液注入工法の概要 

（参考）13-5
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表 2.2－1 施工方法の概要（2/2） 

工法 概要 

掘削置換工法 

（コンクリー

ト置換工）

原地盤開削後にコンクリートを打設することで，改良地盤（置換コンク

リート）を設置する工法。構造物の変形抑制を目的として，原地盤開削

が可能な第１ベントフィルタ格納槽等にて採用。

コンクリート置換工の概要

掘削置換 

工法 

（流動化 

処理工法） 

原地盤開削後に，掘削土に細骨材，セメント及び水を混合して製造した

流動化処理土により造成する工法。防波壁（逆Ｔ擁壁）基礎地盤の自主

的な裕度向上対策として，防波壁背後の埋戻土部の液状化抑制を目的と

して採用。 

流動化処理工法の概要 

（参考）13-6
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3. 各施設における改良地盤の概要

各施設における改良地盤①～⑧の施工範囲を図 3－1 に，改良地盤の配置図を図 3－2～

図 3－12 に示す。改良地盤の地盤改良工法，目的及び解析用物性値の設定等を整理し，表

3－1 に示す。 

表 3－1 に示すとおり，改良地盤の主な目的は，構造物の支持，変形抑制及び難透水性

の保持に大別される。その他，防波壁の基礎地盤のすべり安定性向上のために自主対策と

して改良地盤を設置する。 

各施設における改良地盤の施工範囲及び仕様については，各施設の要求機能を満たすよ

うに設定する。 

なお，図中に記載されるＭＭＲは，マンメイドロックの略称である。 

図 3－1 改良地盤を設置する施設の平面配置図 

（参考）13-7
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図 3－2 改良地盤の配置図 

（防波壁（逆Ｔ擁壁），Ａ－Ａ断面） 

 

 

図 3－3 改良地盤の配置図 

（防波壁（多重鋼管杭式擁壁），Ｂ－Ｂ断面） 

 

 

図 3－4 改良地盤の配置図 

（防波壁（波返重力擁壁），Ｃ－Ｃ断面）

改良地盤② 
改良地盤① 

改良地盤③ 

改良地盤⑤ 

改良地盤④ 
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図 3－5 改良地盤の配置図 

（取水槽，Ｄ－Ｄ断面） 

図 3－6 改良地盤の配置図 

（取水槽，Ｅ－Ｅ断面） 
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図 3－7 置換コンクリートの配置図 

（第１ベントフィルタ格納槽，Ｆ－Ｆ断面） 

 

 

 

 

 

 

図 3－8 置換コンクリートの配置図 

（低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽，Ｇ－Ｇ断面） 
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図 3－9 置換コンクリートの配置図 

（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク格納槽，Ｈ－Ｈ断面） 

図 3－10 置換コンクリートの配置図 

（屋外配管ダクト（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物），Ｉ－Ｉ断面） 

（参考）13-11
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図 3－11 置換コンクリートの配置図 

（緊急時対策所燃料地下タンク，Ｊ－Ｊ断面） 

 

 

図 3－12 流動化処理土の配置図 

（防波壁（逆Ｔ擁壁），Ｋ－Ｋ断面） 
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値

を
設

定
す

る
。

改
良

地
盤

⑤
既

設
(
2
0
2
2
.
3
 
竣

工
）

高
圧

噴
射

撹
拌

工
法

難
透

水
性

の
保

持

・
設

置
許

可
段

階
に

お
い

て
，

防
波

壁
背

後
に

難
透

水
性

の
保

持
を

役
割

と
し

た
改

良
地

盤
を

設
置

す
る

こ
と

と
し

，
薬

液
注

入
工

法
に

よ
り

計
画

し
た

・
設

置
許

可
段

階
の

耐
震

重
要

施
設

等
の

基
礎

地
盤

の
安

定
性

評
価

に
お

い
て

は
，

保
守

的
に

埋
戻

土
と

し
て

モ
デ

ル
化

し
た

・
よ

り
確

実
な

地
盤

改
良

を
行

う
た

め
に

高
圧

噴
射

撹
拌

工
法

を
採

用
し

，
施

工
し

た
こ

と
か

ら
，

設
工

認
段

階
に

お
い

て
，

実
施

工
に

お
け

る
室

内
試

験
結

果
等

を
踏

ま
え

，
改

良
地

盤
の

物
性

値
を

設
定

す
る

・
試

験
結

果
を

踏
ま

え
た

解
析

用
物

性
値

を
設

定
す

る
。

防
波

壁
（

波
返

重
力

擁
壁

）
改

良
地

盤
⑥

既
設

(
2
0
1
9
.
1
1
 
竣

工
）

高
圧

噴
射

撹
拌

工
法

ケ
ー

ソ
ン

及
び

擁
壁

の
支

持
（

機
器

・
配

管
系

へ
の

影
響

）
難

透
水

性
の

保
持

・
設

置
許

可
段

階
に

お
い

て
，

ケ
ー

ソ
ン

及
び

擁
壁

の
支

持
性

能
並

び
に

難
透

水
性

の
保

持
を

期
待

す
る

た
め

，
高

圧
噴

射
撹

拌
工

法
に

よ
る

地
盤

改
良

を
実

施
し

た
。

・
設

置
許

可
段

階
の

耐
震

重
要

施
設

等
の

基
礎

地
盤

の
安

定
性

評
価

に
お

い
て

は
，

Ｐ
Ｓ

検
層

結
果

及
び

一
軸

圧
縮

試
験

結
果

を
踏

ま
え

，
簡

便
法

を
実

施
す

る
に

あ
た

り
，

Ｃ
Ｍ
級

岩
盤

相
当

の
物

性
を

有
す

る
も

の
と

評
価

し
た

。

・
設

工
認

段
階

に
お

い
て

，
実

施
工

に
お

け
る

室
内

試
験

結
果

等
を

踏
ま

え
，

改
良

地
盤

の
物

性
値

を
設

定
す

る

・
試

験
結

果
を

踏
ま

え
た

解
析

用
物

性
値

を
設

定
す

る
。

取
水

槽
改

良
地

盤
⑦

新
設

高
圧

噴
射

撹
拌

工
法

構
造

物
の

変
形

抑
制

（
機

器
・

配
管

系
へ

の
影

響
）

・
設

置
許

可
段

階
の

耐
震

重
要

施
設

等
の

基
礎

地
盤

の
安

定
性

評
価

に
お

い
て

は
，

埋
戻

土
と

し
て

モ
デ

ル
化

し
た

・
設

工
認

段
階

に
お

い
て

，
構

造
物

の
変

形
抑

制
機

能
を

期
待

す
る

改
良

地
盤

を
設

置
す

る
こ

と
と

し
，

高
圧

噴
射

撹
拌

工
法

を
計

画
し

た
こ

と
か

ら
、

室
内

配
合

試
験

に
よ

り
改

良
地

盤
の

物
性

値
を

設
定

す
る

・
以

下
の

室
内

配
合

試
験

に
お

い
て

以
下

の
試

験
を

実
施

す
る

物
理

試
験

（
密

度
，

間
隙

率
）

超
音

波
探

査
繰

返
し

三
軸

試
験

三
軸

圧
縮

試
験

・
室

内
配

合
試

験
結

果
を

踏
ま

え
た

解
析

用
物

性
値

を
設

定
す

る
。

・
品

質
確

認
方

法
と

し
て

，
改

良
地

盤
に

期
待

す
る

役
割

を
踏

ま
え

，
以

下
の

品
質

確
認

試
験

を
実

施
す

る
Ｐ

Ｓ
検

層

・
改

良
地

盤
の

実
施

工
に

お
い

て
室

内
配

合
試

験
の

試
験

結
果

に
基

づ
き

設
定

し
た

解
析

用
物

性
値

が
確

保
さ

れ
て

い
る

こ
と

を
確

認
す

る
目

的
で

，
以

下
の

品
質

確
認

試
験

を
実

施
す

る
三

軸
圧

縮
試

験

第
１

ベ
ン

ト
フ

ィ
ル

タ
格

納
槽

低
圧

原
子

炉
代

替
注

水
ポ

ン
プ

格
納

槽

Ｂ
－

デ
ィ

ー
ゼ

ル
燃

料
貯

蔵
タ

ン
ク

格
納

槽

屋
外

配
管

ダ
ク

ト
（

Ｂ
－

デ
ィ

ー
ゼ

ル
燃

料
貯

蔵
タ

ン
ク

～
原

子
炉

建
物

）

緊
急

時
対

策
所

燃
料

地
下

タ
ン

ク
構

造
物

の
変

形
抑

制

防
波

壁
（

逆
Ｔ

擁
壁

）
改

良
地

盤
⑧

＊
既

設
（

2
0
2
2
.
4
 
完

了
）

流
動

化
処

理
工

法
基

礎
地

盤
の

す
べ

り
安

定
性

向
上

（
自

主
対

策
）

・
設

置
許

可
段

階
の

耐
震

重
要

施
設

等
の

基
礎

地
盤

の
安

定
性

評
価

に
お

い
て

は
，

埋
戻

土
と

し
て

モ
デ

ル
化

し
た

が
，

す
べ

り
安

定
性

の
裕

度
向

上
の

た
め

，
自

主
的

な
対

策
と

し
て

，
防

波
壁

背
後

を
薬

液
注

入
工

法
に

よ
り

地
盤

改
良

を
実

施
す

る
こ

と
と

し
た

。
・

設
工

認
段

階
に

お
い

て
，

よ
り

確
実

な
地

盤
改

良
を

実
施

す
る

た
め

，
置

換
工

法
（

流
動

化
処

理
工

法
）

を
採

用
し

た
こ

と
か

ら
，

実
施

工
に

お
け

る
室

内
試

験
結

果
等

を
踏

ま
え

，
改

良
地

盤
の

物
性

値
を

設
定

し
，

防
波

壁
（

逆
Ｔ

擁
壁

）
へ

の
影

響
の

有
無

を
確

認
す

る
。

・
以

下
の

試
験

を
実

施
す

る
物

理
試

験
（

密
度

，
間

隙
率

）
Ｐ

Ｓ
検

層
三

軸
圧

縮
試

験

・
試

験
結

果
を

踏
ま

え
た

解
析

用
物

性
値

を
設

定
す

る
。

・
地

盤
硬

化
に

伴
う

応
力

集
中

に
よ

る
防

波
壁

（
逆

Ｔ
擁

壁
）

へ
の

影
響

を
確

認
す

る
た

め
，

試
験

結
果

よ
り

も
高

い
剛

性
を

設
定

す
る

。

・
室

内
配

合
試

験
結

果
を

踏
ま

え
た

解
析

用
物

性
値

を
設

定
す

る
。

・
設

置
許

可
段

階
で

設
定

し
た

物
性

値
（

管
理

目
標

値
）

及
び

室
内

配
合

試
験

か
ら

設
定

し
た

解
析

用
物

性
値

が
確

保
さ

れ
て

い
る

こ
と

を
確

認
す

る
目

的
で

，
以

下
の

品
質

確
認

試
験

を
実

施
す

る
三

軸
圧

縮
試

験
Ｐ

Ｓ
検

層

防
波

壁
（

多
重

鋼
管

杭
式

擁
壁

）

・
以

下
の

試
験

を
実

施
す

る
物

理
試

験
（

密
度

，
間

隙
率

）
Ｐ

Ｓ
検

層
繰

返
し

三
軸

試
験

三
軸

圧
縮

試
験

防
波

壁
（

逆
Ｔ

擁
壁

）
新

設
薬

液
注

入
工

法
擁

壁
の

支
持

難
透

水
性

の
保

持

・
設

置
許

可
段

階
の

耐
震

重
要

施
設

等
の

基
礎

地
盤

の
安

定
性

評
価

に
お

い
て

，
防

波
壁

（
逆

Ｔ
擁

壁
）

は
地

震
動

及
び

地
殻

変
動

に
よ

る
基

礎
地

盤
の

傾
斜

が
評

価
の

目
安

値
で

あ
る

1
/
2
,
0
0
0
を

上
回

る
も

の
の

，
Ｐ

Ｓ
検

層
等

に
基

づ
く

物
性

値
（

管
理

目
標

値
）

を
設

定
し

た
改

良
地

盤
で

あ
れ

ば
、

施
設

の
安

全
機

能
が

損
な

わ
れ

な
い

こ
と

を
確

認
し

た

・
設

工
認

段
階

に
お

い
て

，
室

内
配

合
試

験
を

実
施

し
、

設
置

許
可

段
階

に
お

い
て

設
定

し
た

物
性

値
（

管
理

目
標

値
）

が
確

保
さ

れ
て

い
る

こ
と

を
確

認
す

る
と

と
も

に
、

試
験

結
果

を
踏

ま
え

た
解

析
用

物
性

値
を

設
定

す
る

・
ま

た
，

実
施

工
に

お
け

る
三

軸
圧

縮
試

験
及

び
Ｐ

Ｓ
検

層
に

よ
り

，
設

置
許

可
段

階
に

お
い

て
設

定
し

た
物

性
値

（
管

理
目

標
値

）
及

び
室

内
配

合
試

験
か

ら
設

定
し

た
解

析
用

物
性

値
が

確
保

さ
れ

て
い

る
こ

と
を

確
認

す
る

・
以

下
の

室
内

配
合

試
験

に
お

い
て

以
下

の
試

験
を

実
施

す
る

　
 
物

理
試

験
（

密
度

，
間

隙
率

）
　

超
音

波
速

度
測

定
　

繰
返

し
三

軸
試

験
　

三
軸

圧
縮

試
験

・
コ

ン
ク

リ
ー

ト
の

設
計

基
準

強
度

を
踏

ま
え

，
コ

ン
ク

リ
ー

ト
標

準
示

方
書

に
基

づ
き

設
定

す
る

。

注
記

＊
：

改
良

地
盤

⑧
に

よ
る

防
波

壁
（

逆
Ｔ

擁
壁

）
へ

の
影

響
に

つ
い

て
，

「
補

足
-
0
2
7
-
0
8
　

浸
水

防
護

施
設

の
耐

震
性

に
関

す
る

説
明

書
の

補
足

説
明

資
料

」
に

お
い

て
説

明
す

る
。

置
換

コ
ン

ク
リ

ー
ト

既
設

置
換

コ
ン

ク
リ

ー
ト

・
コ

ン
ク

リ
ー

ト
標

準
示

方
書

に
基

づ
き

，
品

質
管

理
を

行
う

構
造

物
の

変
形

抑
制

（
機

器
・

配
管

系
へ

の
影

響
）
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4. 改良地盤の解析用物性値の設定

4.1 基本方針 

既設改良地盤（④～⑥，⑧）の解析用物性値については，施工後の原位置試験及び室

内試験の試験結果を踏まえて設定する。 

新設改良地盤（①～③，⑦）の解析用物性値については，改良地盤は未施工のため，

室内配合試験において作製した供試体の試験結果を踏まえて設定する。 

置換コンクリートの解析用物性値については，コンクリートの設計基準強度を踏まえ，

文献に基づき設定する。 

（参考）13-14
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4.2.2 解析用物性値の設定方法 

改良地盤の解析用物性値は，改良地盤における原位置試験又は室内試験の試験結

果を踏まえて設定する。 

（１）密度ρ及び間隙率 n

改良地盤の密度ρ及び間隙率 n は，室内試験の試験結果を踏まえて設定する。

（２）動せん断弾性係数Ｇｍａ

改良地盤の動せん断弾性係数Ｇｍａは，密度ρ，Ｓ波速度 Vｓより，（式１）に基

づき算定したせん断弾性係数Ｇｍ及び港湾技研資料に基づく（式２）のとおり設定

した。なお，Gma 算定に用いるσv’は図 4.2.2－1 のとおりとする。

Ｇｍ＝ρVｓ
2      （式１） 

Ｇｍ：せん断弾性係数（kN/m2） 

ρ：密度（g/cm3） 

Vｓ：Ｓ波速度（m/s）

（ⅰ）内部摩擦角φ＝0 のとき 

Ｇｍa＝Ｇｍ・（σｍａ’/σｍ’）0.5      （式２） 

Ｇｍa：基準せん断弾性係数（kN/m2） 

σｍａ’：基準平均有効拘束圧（kN/m2） 

σｍ’：平均有効拘束圧（kN/m2） 

ここで，σｍ’＝(σv’+σh’）/2＝(1+Ｋ0)σv’/2，Ｋ0＝0.5 

σv’：改良地盤の層中心における有効上載圧（kN/m2） 

（ⅱ）内部摩擦角φ≠0 のとき 

Ｇｍa＝Ｇｍ・（τｍａ/τｍ）0.5

ここで，τm＝c’・cosφ ’+σm・sinφ ’

τma＝c’・cosφ ’+σma・sinφ ’

図 4.2.2－1 改良地盤④における Gma 算定に用いるσv’
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（３）動的変形特性 

改良地盤の動的変形特性は，繰返し三軸試験の試験結果を踏まえて設定する。 

有効応力解析では，ひずみ依存特性として，H-D（Hardin-Drnevich）モデルを設

定するため，以下の式を用いる。 

𝐺
𝐺

1
1 𝛾/𝛾

      （式３） 

ℎ ℎ 1
𝐺
𝐺

ℎ 𝛾/𝛾
1 𝛾/𝛾

      （式４） 

𝛾
𝜏
𝐺

𝑐 𝜎 ・𝑡𝑎𝑛φ ′ /𝐺       （式５） 

G：せん断弾性係数 

G0：初期せん断弾性係数 

𝛾：せん断ひずみ 

𝛾 ：基準平均有効拘束圧時の基準ひずみ 

ℎ ：減衰定数の上限値 

𝜏 ：基準平均有効拘束圧時のせん断強度 

𝐺 ：基準平均有効拘束圧時のせん断弾性係数 

𝜎 ：基準平均有効拘束圧 

𝑐 ：粘着力（有効応力） 

φ′：内部摩擦角（有効応力） 

 

（４）ポアソン比ν 

改良地盤のポアソン比νは，文献（液状化による構造物被害予測プラグラム FLIP

において必要な各種パラメタの簡易設定法（港湾技研資料 No.869））に基づき，

（式６）により算定した。 

 

ν＝Ｋ0/（1＋Ｋ0）      （式６） 

ν：ポアソン比 

Ｋ0：静止土圧係数（＝0.5） 

 

（５）粘着力ｃ及び内部摩擦角φ 

改良地盤の強度特性である粘着力ｃ及び内部摩擦角φについては，三軸圧縮試験

の試験結果を踏まえて設定する。 

  

（参考）13-22

829



4.5 新設改良地盤（改良地盤①～③，薬液注入工法） 

防波壁（逆Ｔ擁壁）の改良地盤①～③の役割は，「擁壁の支持」及び「難透水性の保

持」である。 

防波壁（逆Ｔ擁壁）の改良地盤①～③は一部施工済であるが，未改良範囲の地盤改良

に加えて，施工済の範囲についても新たに設定する配合で地盤改良するため，新設改良

地盤として扱い，室内配合試験における三軸圧縮試験，繰返し三軸試験等により解析用

物性値を設定する。 

 

図 4.5－1 改良地盤①～③の平面配置図 

 

図 4.5－2 改良地盤①～③の配置図 

（防波壁（逆Ｔ擁壁），Ａ－Ａ断面） 

該当範囲 

改良地盤② 
改良地盤① 

改良地盤③ 
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図 4.5－3 改良地盤①～③の解析用物性値設定のフロー 

 

また，改良地盤①～③は，室内配合試験における三軸圧縮試験及び超音波速度測定に

より，表 4.5－1 に示す設置変更許可申請書に記載された解析用物性値を確保している

ことを確認する。 

 

表 4.5－1 設置変更許可申請書に記載された解析用物性値 

（防波壁（逆Ｔ擁壁）の改良地盤を抜粋） 

 

 

  

4.5.1（1）目標物性値の設定

4.5.1（2）～（5）室内配合試験

4.5.3 解析用物性値の設定

  

物理特性 強度特性 静的変形特性 動的変形特性 減衰特性 

密度 

ρs

（g/cm3） 

せん断 

強度 

τ0（N/mm2） 

内部 

摩擦角 

φ（°） 

残留強度 

τ（N/mm2） 

静弾性係数 

E（N/mm2） 

静ポアソン 

比 

νs 

動せん断 

弾性係数 

Gd（N/mm2） 

動ポアソン 

比 

νd 

減衰定数 

h 

改良地盤Ⅱ 

(薬液注入工法) 

改良地盤① 2.11 0.63 38 
0.63+ 

σtan38° 
1,087 0.33 

Go=409 

G/Go=1/(1+γ/0.00027) 
0.33 

h= 

0.0958γ/(γ+0.00020) 
改良地盤② 2.11 0.49 41 

0.49+ 

σtan41° 
898 0.33 

Go=338 

G/Go=1/(1+γ/0.00027) 
0.33 

改良地盤③ 2.11 1.14 41 
1.14+ 

σtan41° 
2,088 0.33 

Go=785 

G/Go=1/(1+γ/0.00027) 
0.33 

（参考）13-67
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4.5.1 室内配合試験 

 室内配合試験にあたっては，「浸透固化処理工法技術マニュアル（改訂版）（（財）

沿岸技術研究センター）」に準拠し，図 4.5.1－1 のフローに沿って実施する。 

 

 

図 4.5.1－1 室内配合試験におけるフロー 

 

（１）目標物性値の設定 

防波壁（逆Ｔ擁壁）の改良地盤①～③について，設置変更許可申請書に記載され

た解析用物性値を目標物性値とする。 

 

（２）試料（埋戻土）の採取 

島根原子力発電所の埋戻土は敷地造成において発生した岩砕を主体とする材料

であり，敷地全体においておおむね同一な性状となることから，防波壁（逆Ｔ擁壁）

の近傍の埋戻土を採取し，新設改良地盤における室内配合試験を実施する。埋戻土

採取位置は，図 4.5.1－2 に示すとおり防波壁（逆Ｔ擁壁）の近傍とし，図 4.5.1－

3 に示す既往ボーリング試料における埋戻土の粒径加積曲線と比較することにより，

埋戻土採取位置の代表性を確認する。 

 

（1）目標物性値の設定

（2）試料（埋戻土）の採取

（3）薬液の調合

（4）試料（埋戻土）の調整

（5）供試体の作製

室内試験

配合の決定

室
内
配
合
試
験
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図 4.5.1－2 防波壁（逆Ｔ擁壁）の改良地盤①～③における埋戻土採取位置 

  

（参考）13-69
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埋戻土の既往ボーリング試料採取位置 

 

図 4.5.1－3 既往ボーリング試料における埋戻土の粒径加積曲線 

 

  

（参考）13-70

834



 

 

 

防波壁（逆Ｔ擁壁）の改良地盤①～③の室内配合試験における供試体作製のため，

図 4.5.1－2 に示す防波壁（逆Ｔ擁壁）近傍において採取した埋戻土の粒径加積曲

線を図 4.5.1－4 に示す。図 4.5.1－3 に示す既往ボーリング試料における埋戻土の

粒径加積曲線と同等であることから，防波壁（逆Ｔ擁壁）近傍において採取した埋

戻土は代表性を有すると判断した。 

 

 

図 4.5.1－4 防波壁（逆Ｔ擁壁）近傍の埋戻土採取位置における粒径加積曲線 
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（３）薬液の調合 

防波壁（逆Ｔ擁壁）の改良地盤①～③は，設置許可段階において３層に区分し

て解析用物性値を設定していることから，室内配合試験において各区分の改良地

盤における解析用物性値を確保する目的で，複数の配合において室内配合試験を

実施する。表 4.5.3－5 に示すとおり，改良地盤①と②のＳ波速度は同等であるこ

とから，改良地盤①と改良地盤②の物性値の差はわずかと判断し，改良地盤①と

改良地盤②の物性値を確保するための配合と改良地盤③の物性値を確保するため

の配合の２種類を検討した。水セメント比は，過去の施工事例を踏まえ，200％と

300％を設定した。 

薬液作製準備として，薬液の材料となる主材（セメント系），硬化材，反応剤，

水を用意し，各材料を薬液作製器具により，表 4.5.1－1 に示す２種類の水セメン

ト比で混合し，薬液を作製する。 

 

表 4.5.1－1 改良地盤①～③における薬液の水セメント比 

 供試体１ 供試体２ 

薬液の水セメント比 

Ｗ/Ｃ 
200％ 300％ 

（参考）対象とした 

改良地盤の区分 
改良地盤③ 改良地盤①，② 

 

（４）試料（埋戻土）の調整 

改良地盤の施工にあたっては，礫を含めて改良地盤を形成することで改良地盤全

体として強度を有するが，浸透固化処理工法技術マニュアル（改訂版）（（財）沿

岸技術研究センター）に準拠し，埋戻土の採取にあたり，巨礫を除いて採取する。

なお，礫を含む改良地盤については，礫が基質（間隙内の薬液）よりも硬いため，

十分な強度を有すると判断しているが，実施工後に採取した供試体による三軸圧縮

試験結果と比較することで，礫を取除いたことによる影響を確認する。 

  

（参考）13-72
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（５）供試体の作製 

改良地盤①～③における室内配合試験の新設改良地盤の供試体の作製にあたっ

ては，表 4.5.1－2 に示す地盤工学会（ＪＧＳ）の試験基準に基づく。 

 

表 4.5.1－2 改良地盤①～③における室内配合試験の供試体作製方法 

名称 地盤改良工法 試験基準 基準名称 

改良地盤①～③ 薬液注入工法 JGS 0831 
薬液注入による安定処理土の供試体作

製方法 

 

供試体の作製にあたっては，必要量の試料（埋戻土）を下式により算出する。 

𝑚 𝑉 1 𝑤 100⁄ 1 𝑛 100⁄ 𝜌 10  

 

ここで，m：必要な試料の湿潤質量（g） 

    V：締め固めた試料の体積（mm2） 

    n：締め固めた試料の目標間隙率（％） 

    w：試料の含水比（％） 

    ρs：土粒子の密度（Mg/m3） 

 

モールド（直径 5cm，高さ 10cm の供試体の作製可能なもの）内に薬液を貯めた

後，試料（埋戻土）を落下投入して供試体を作製する。供試体の作製状況を図 4.5.1

－5 に示す。 

 

 

図 4.5.1－5 供試体の作製状況 

  

（参考）13-73
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（６）試験方法 

新設改良地盤の室内配合試験における試験は，日本産業規格（ＪＩＳ）又は地盤

工学会（ＪＧＳ）の試験基準に基づき実施する。 

 

表 4.5.1－3 改良地盤①～③の改良地盤の試験項目 

項目 規格・基準名称 試験規格 必要試験数量 

飽和密度 
土の湿潤密度試験方法 JIS A 1225 

3 以上 
岩石の密度試験方法 JGS 2132 

間隙率 
土粒子の密度試験方法 JIS A 1202 

3 以上 
岩石の密度試験方法 JGS 2132 

S 波速度 
岩石の弾性波速度計測

方法 
JGS 2564 3 以上 

G/G0～γ関係 

h～γ関係 

地盤材料の変形特性を

求めるための繰返し三

軸試験方法 

JGS 0542 1 以上 

粘着力， 

内部摩擦角 

土の圧密非排水三軸圧

縮試験方法 
JGS 0523 3 以上 

  

（参考）13-74
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4.5.2 解析用物性値の設定方法 

目標物性値及び試験結果を踏まえた解析用物性値の設定方法の詳細については，

「4.2.2 解析用物性値の設定方法」と同様とする。ただし，Gma の算定に用いる  

σv’は図 4.5.2－1 のとおりとする。 

 

 

図 4.5.2－1 改良地盤①～③における Gma の算定に用いるσv’ 

 

改良地盤①～③のＳ波速度については，ＪＧＳ ２５６４に基づき，室内配合試

験において作製した供試体の超音波速度測定による試験結果を踏まえて G=ρVs2 に

より設定する。 

 

なお，以下の文献調査結果を踏まえ，超音波速度計測（岩石の弾性波速度計測方

法（ＪＧＳ ２５６４））により計測したＳ波速度を用いた動せん断弾性係数 Gma

の算定は妥当と判断する。 

 

・原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ４６０１-2015（（社）日本電気協会）

によると，「硬岩や軟岩の動弾性係数は，弾性波速度測定（ＰＳ検層）又は超

音波速度計測等により求める」とされている。 

 

・原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会）

によると，原子力発電所基礎地盤における軟岩の物性値の目安として，せん断

波速度 500～1900m/s が示されている。 

改良地盤①～③のせん断波速度は，「4.5.3 解析用物性値の設定」の室内配

合試験における Vsf が約 600m/s であり，軟岩に相当すると考えられる。 

 

・設計用地盤定数の決め方－岩盤編－（(社)地盤工学会）によると，「動的変形

係数は，ひずみレベルが微少であるため，通常の三軸圧縮試験では，精度よく

測定することが困難であることから，速度検層，超音波速度試験によって求め

た弾性波速度から弾性理論に基づき算出する」と記載されている。 

  

（参考）13-75
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4.5.3 解析用物性値の設定 

新設改良地盤のうち，防波壁（逆Ｔ擁壁）の改良地盤①～③の室内配合試験の結

果を説明する。 

 

ａ．試験結果 

改良地盤①～③の室内配合試験における試験数量を表 4.5.3－1 に示す。また，

試験結果を表 4.5.3－2～表 4.5.3－3 及び図 4.5.3－1～図 4.5.3－5 に示す。 

 

表 4.5.3－1 改良地盤①～③の室内配合試験における試料数量 

項目 規格・基準名称 試験規格 

試験数量 

供試体１ 

(W/C=200%) 

供試体 2 

(W/C=300%) 

飽和密度 
土の湿潤密度試験方法 JIS A 1225 

3 3 
岩石の密度試験方法 JGS 2132 

間隙率 
土粒子の密度試験方法 JIS A 1202 

3  3  
岩石の密度試験方法 JGS 2132 

S 波速度 
岩石の弾性波速度計測

方法 
JGS 2564 3 3 

G/G0～γ関係 

h～γ関係 

地盤材料の変形特性を

求めるための繰返し三

軸試験方法 

JGS 0542 1 1 

粘着力， 

内部摩擦角 

土の圧密非排水三軸圧

縮試験方法 
JGS 0523 3 3 

 

表 4.6.3－2 密度試験結果 

 飽和密度（g/cm3） 平均値 間隙率 平均値 

供試体１ 

2.03 

2.03 

0.349 

0.343 2.02 0.339 

2.03 0.341 

供試体２ 

2.02 

2.00 

0.369 

0.366 1.97 0.357 

2.00 0.372 

 

  

（参考）13-76
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表 4.5.3－3 改良地盤①～③におけるＳ波速度 

 Ｓ波速度

（m/s） 

平均Ｓ波速度 

（m/s） 

供試体１ 

1680 

1677 1690 

1660 

供試体２ 

1450 

1477 1510 

1470 

 

 

図 4.5.3－1 改良地盤①～③におけるＧ／Ｇ０のひずみ依存特性 

 

 

図 4.5.3－2 改良地盤①～③における減衰定数のひずみ依存特性 
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図 4.5.3－3 に示す繰返し三軸試験後の供試体写真より，供試体は破壊していないことか

ら，試験結果は妥当であると判断した。 

本試験では，JGS 2563「軟岩の変形特性を求めるための繰返し三軸試験方法」を参考

に，繰返し載荷により供試体が破壊しないよう，三軸圧縮強さの 0.5 倍を超えない範囲で

軸差応力を設定している。本試験結果においてせん断ひずみが 1.0×10-3 程度の結果となっ

た要因は，供試体の剛性が高いことにより，上記により設定した軸差応力の範囲において

せん断ひずみが小さくなったものと考えられる。（図 4.5.3－1～4.5.3－2 参照） 

なお，防波壁（逆Ｔ擁壁）の耐震評価における改良地盤のひずみ状況を確認し，試験結

果範囲を逸脱しないことを確認する。 

 

  

（供試体１） （供試体２） 

図 4.5.3－3 繰返し三軸試験後の供試体写真（改良地盤①～③） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.5.3－4 JGS 2563 載荷方法の模式図等（赤字で加筆） 

三軸圧縮強さの 0.5 倍を 

超えない 
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(1) 供試体１の三軸圧縮試験結果 

 

 

(2)  供試体２の三軸圧縮試験結果 

図 4.5.3－5 改良地盤①～③における三軸圧縮試験結果 

  

τ=  2150  + σ・tan 42.1°  (kN/m2)

c'   kN/m
2   φ'  °

2150 42.1

改良地盤
  供試体①

有　　効　　応　　力

0

5000

10000

0 5000 10000 15000 20000

せ
ん
断
応
力


（

kN
/m

2 ）

垂直応力  （kN/m2）

有効応力

主応力差最大時

τ=  1230  + σ・tan 31.4° (kN/m2)

c'   kN/m
2   φ'  °

1230 31.4

改良地盤
  供試体②

有　　効　　応　　力

0

5000

10000

0 5000 10000 15000 20000

せ
ん
断

応
力


（k

N
/m

2 ）

垂直応力  （kN/m2）

有効応力

主応力差最大時

（参考）13-79

843



 

 

 

ｂ．解析用物性値の設定及び設置許可段階における管理目標値に対する確認 

新設改良地盤のうち防波壁（逆Ｔ擁壁）の改良地盤①～③について，室内配合試

験における試験結果を踏まえ，解析用物性値を設定する。また，設置許可段階にお

いて設定したＰＳ検層等に基づく改良地盤の物性値（管理目標値）として，室内配

合試験における試験結果より，変形特性及び強度特性が確保されていることを確認

する。 

 

（ａ）密度ρ及び間隙率ｎ 

改良地盤①～③の密度ρについて，室内配合試験で確認された密度ρ＝1.97～

2.03g/cm3 は，改良前の埋戻土の密度 2.11g/cm3 より小さい値となっている。室内配

合試験の供試体作製において，基準に従い巨礫を取除いたことによる密度の減少と

判断し，原地盤の埋戻土である密度 2.11g/cm3 を採用する。 

また，改良地盤①～③の間隙率ｎについて，室内配合試験における供試体１及び

２の間隙率 0.341～0.372 よりも大きな原地盤の埋戻土の間隙率 0.45 を採用する。 

 

   （ｂ）動せん断弾性係数 Gma 

防波壁（逆Ｔ擁壁）の改良地盤①～③における変形特性について，せん断弾性係

数 Gma の算出に用いるＳ波速度を指標とし，設計Ｓ波速度 VSd（原位置におけるＳ波

速度 Vsf）が，設置変更許可申請書に記載された解析用物性値の根拠となるＳ波速

度（表 4.5.3－3）を上回ることを確認する。 

 

表 4.5.3－3 設置許可段階で示した原位置のＳ波速度 

 改良地盤① 改良地盤② 改良地盤③ 

設置許可段階で示した 

原位置のＳ波速度 
440 400 610 
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原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ４６０１-2015（（社）日本電気協会）に

おいて，「硬岩や軟岩の動弾性係数は，弾性波速度測定（ＰＳ検層）又は超音波速

度計測等により求める」と記載されていることから，原位置におけるＳ波速度 VSf

は，供試体のＳ波速度 VSR と同等として考えられていると判断できる。 

 

「速度検層によるセメント系地盤改良工法の評価について（1993）」（以下「阿

部ら(1993)」という。）によれば，北海道苫小牧市の高規格幹線道路日高自動車道

における地盤改良工事を対象として，図 4－12 のとおり供試体のＳ波速度と原位置

におけるＳ波速度（ＰＳ検層）の比較を行っている。阿部ら(1993)によれば，原位

置におけるＳ波速度 VSf は，供試体のＳ波速度 VSR×0.4～1.0 の関係が成立してい

るとしている。 

 

 

図 4.5.3－6 供試体のＳ波速度と原位置におけるＳ波速度の関係 

（阿部ら(1993)より引用） 

 

「ＰＳ検層による深層混合処理地盤の品質評価(1994)」（以下「馬場ら（1994）」

という。）では，セメント系改良地盤の改良体（直径 1m，改良長 28m）を対象とし

て，図 4.5.3－7 のとおり供試体のＳ波速度と原位置におけるＳ波速度（ＰＳ検層）

の比較を行っている。馬場ら(1994)によれば，地層の別によらず，供試体のＳ波速

度 VSL は，原位置のＳ波速度 VSF×1.077 の関係が見られたとしている。したがって，

原位置のＳ波速度 VSF は，供試体のＳ波速度 VSL×0.929 の関係となる。 
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図 4.5.3－7 供試体のＳ波速度と原位置におけるＳ波速度の関係 

（馬場ら(1994)より引用） 

 

 

「高圧噴射撹拌によるセメント改良地盤の原位置弾性波速度に基づく品質評価

(2014)」（以下「手塚ら(2014)」という。）では，表 4.5.3－4 に示す各サイトに

おける改良地盤を対象として，図 4.5.3－8 のとおり供試体のＳ波速度と原位置に

おけるＳ波速度（ＰＳ検層）の比較を行っている。手塚ら(2014)によれば，阿部

ら(1993)に示される「原位置におけるＳ波速度 VSf は，供試体のＳ波速度 VSR×0.4

～1.0 の関係」と同様に，原位置におけるＳ波速度は供試体のＳ波速度よりも総じ

て小さな値となったとしている。 

 

表 4.5.3－4 各サイトの改良対象土と改良条件 

（手塚ら(2014)より引用） 
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図 4.5.3－8 供試体のＳ波速度と原位置におけるＳ波速度の関係 

（手塚ら(2014)より引用） 

 

これらの既往文献を踏まえると，原地盤の土質によらず，原位置におけるＳ波速

度 VSf は，供試体のＳ波速度 VSR×0.4～1.0 の関係が成立すると判断できる。 

 

 

設置許可段階における管理目標値に対する確認においては，既往文献を踏まえ，

保守的に VSf＝VSR×0.4 の関係を用いて，室内配合試験におけるＳ波速度 VSR を原位

置におけるＳ波速度 VSf に換算した上で，設置変更許可申請書に記載された解析用

物性値の根拠となるＳ波速度を上回ることを確認する。室内配合試験結果から換算

された原位置におけるＳ波速度 VSf と設置変更許可申請書に記載された解析用物性

値の根拠となるＳ波速度の比較結果を表 4.5.3－5 に示す。供試体１においては，

改良地盤③における管理目標値であるＳ波速度を上回ることを確認した。また，供

試体２においては，改良地盤①，②における管理目標値であるＳ波速度を上回るこ

とを確認した。 

以上より，島根原子力発電所の埋戻土を対象とした薬液注入工法による改良地盤

は，設置変更許可申請書に記載された改良地盤①～③の物性値（管理目標値）の根

拠となるＳ波速度を確保できることを確認した。 
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表 4.5.3－5 室内配合試験によるＳ波速度及び 

設置変更許可申請書に記載された改良地盤①～③のＳ波速度との比較 

 改良地盤① 改良地盤② 改良地盤③ 

管理目標値となる 

Ｓ波速度 
440 400 610 

供試体１ 

Ｓ波速度 VSf
＊ 

 670 

供試体２ 

Ｓ波速度 VSf
＊ 

590  

 注記＊：供試体１及び２の原位置におけるＳ波速度 VSf は，超音波速度測定によって 

得られたＳ波速度 VSR に 0.4 を乗じて算定した。 

 

構造物評価の観点では，改良地盤のせん断弾性係数が低いほど地盤剛性が低くな

ることから，慣性力が大きくなり保守的な評価となることが想定される。また，基

礎地盤の傾斜の観点においても，せん断弾性係数が低いほど改良地盤が変形するこ

とから，傾斜が大きくなることが想定される。 

よって，既往文献及び上述の観点を踏まえ，保守的に VSf＝VSR×0.4 の関係を用い

て，改良地盤①～③の解析用物性値として設計Ｓ波速度 Vsd を表 4.5.3－6 のとおり

設定し，動せん断弾性係数 Gma を設定する。なお，実施工の改良地盤は設計値を上

回るように施工されるため，改良地盤のばらつきを踏まえても表 4.5.3－6 におけ

る設計Ｓ波速度は保守的な設定となっていると判断する。 

 

表 4.5.3－6 改良地盤①～③における設計Ｓ波速度 

 改良地盤① 改良地盤② 改良地盤③ 

設計Ｓ波速度 

Vsd (m/s) 
590＊１ 670＊２ 

 注記＊１：供試体２の平均Ｓ波速度 1477m/s×0.4 より算定 

   ＊２：供試体１の平均Ｓ波速度 1677m/s×0.4 より算定 
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（ｃ）動的変形特性 

改良地盤①～③について，室内配合試験における繰返し三軸試験結果，並びに目

標物性値から設定したＧ／Ｇ０のひずみ依存特性及び減衰定数のひずみ依存特性を

図 4.5.3－9 及び図 4.5.3－10 に示す。 

試験値が目標物性値から設定したＧ／Ｇ０のひずみ依存特性の曲線を上回ること

を確認したことから，目標物性値から設定したＧ／Ｇ０のひずみ依存特性及び減衰

定数のひずみ依存特性を解析用物性値に設定する。 

 

図 4.5.3－9 改良地盤①～③におけるＧ／Ｇ０のひずみ依存特性 

 

 

図 4.5.3－10 改良地盤①～③における減衰定数のひずみ依存特性 
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（ｄ）粘着力ｃ及び内部摩擦角φ 

防波壁（逆Ｔ擁壁）の改良地盤①～③における強度特性は，粘着力ｃ及び内部摩

擦角φを考慮するため，（式１）により算定されるせん断強度τを指標とし，室内

配合試験におけるせん断強度τR が，設置変更許可申請書に記載された解析用物性

値（表 4.5.3－7）から算定される改良地盤①～③のせん断強度τd を上回ることを

確認する。 

 

𝜏 𝑐 𝜎 ∙ 𝑡𝑎𝑛∅           （式１） 

 

表 4.5.3－7 改良地盤①～③における管理目標値の算定に用いる強度特性 

 改良地盤① 改良地盤② 改良地盤③ 

粘着力 

ｃ（kN/m2） 
628 490 1140 

内部摩擦角 

φ（°） 
38.00 40.54 40.54 

 

室内配合試験による供試体のせん断強度τR 及び設置変更許可申請書に記載され

た改良地盤①～③のせん断強度τd の比較を図 4.5.3－11 に示す。室内配合試験に

おける供試体１では，地盤の垂直応力σに限らず改良地盤③のせん断強度τd を十

分上回るせん断強度τR が確保されていることを確認した。また，室内配合試験に

おける供試体２では，設置許可段階における基礎地盤の安定性評価で確認される地

盤の発生応力範囲（参考１より，改良地盤①及び②において約 80～450kN/m2）にお

いて改良地盤①及び②のせん断強度τd を十分上回るせん断強度τR が確保されて

いることを確認した。 

以上より，島根原子力発電所の埋戻土を対象とした薬液注入工法による改良地盤

は，設置変更許可申請書に記載されたＰＳ検層等に基づく改良地盤①～③の物性値

（管理目標値）である強度特性を確保できることを確認した。 
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図 4.5.3－11 室内配合試験による供試体のせん断強度τR 及び 

設置変更許可申請書に記載された改良地盤①～③のせん断強度τd との比較 

 

改良地盤①～③の強度特性が低いほど，改良地盤の破壊や基礎地盤の傾斜の評価

において厳しい評価となることから，改良地盤①～③の解析用物性値として，設置

変更許可申請書に記載された強度特性（表 4.5.3－5）より，表 4.5.3－8 のとおり

設定する。なお，実施工の改良地盤は設計値を上回るように施工されるため，改良

地盤のばらつきを踏まえても表 4.5.3－8 における強度特性は保守的な設定となっ

ていると判断する。 

 

表 4.5.3－8 改良地盤①～③における粘着力ｃ及び内部摩擦角φ 

対象施設 防波壁（逆Ｔ擁壁） 

名称 改良地盤① 改良地盤② 改良地盤③ 

粘着力 

ｃ（kN/m2） 
628 1140 

内部摩擦角 

φ（°） 
38.00 40.54 
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改良地盤②（c=490kN/m2，φ=40.54°）

供試体２ （c=1230kN/m2，φ=31.4°）

供試体１ （c=2150kN/m2，φ=42.1°）

設置変更許可申請書に記載された解析用物性値
（管理目標値）

室内配合試験における強度特性
改良地盤①，②の発生応力範囲
80～450kN/m2
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（ｅ）改良地盤①～③の解析用物性値 

以上を踏まえ，防波壁（逆Ｔ擁壁）の改良地盤①～③における解析用物性値を表

4.5.3－9 に，その設定根拠を表 4.5.3－10 に示す。なお，実施工の改良地盤は設計

値を上回るように施工されることから，構造物評価や改良地盤の破壊等の影響を確

認する目的で，後述する品質確認結果より得られた改良地盤①～③の物性値を踏ま

えた影響検討を実施する。 

 

表 4.5.3－9 改良地盤①～③における解析用物性値 

 

 

表 4.5.3－10 改良地盤①～③における解析用物性値の設定根拠 

 

改良地盤①，②
（薬液注入）

改良地盤③
（薬液注入）

密度　　　　　　　　ρ（g／cm
3
） 2.11 2.11

間隙率　　　　　　　n 0.45 0.45

動せん断弾性係数　　Ｇma　（kN／m
2
） 771300 956500

基準平均有効拘束圧　σma'　（kN／m
2
） 98 98

ポアソン比　　　　　ν 0.33 0.33

減衰定数の上限値　　h max 0.095 0.095

粘着力　　　　　　　c'（kN／m
2
） 628 1140

内部摩擦角　　　　　φ'　 38.00 40.54

対象施設
防波壁

逆Ｔ擁壁

注：動せん断弾性係数は代表的な数値を示す。

種別（工法，地盤種別）

物
理
特
性

変
形
特
性

強
度
特
性

防波壁

逆Ｔ擁壁

改良地盤①～③
（薬液注入）

密度　　　　　　　　ρ
室内配合試験の物理試験を踏まえ，
原地盤である埋戻土の密度を設定

間隙率　　　　　　　n
室内配合試験の物理試験を踏まえ，
原地盤である埋戻土の間隙率を設定

動せん断弾性係数　　Ｇma
設計S波速度，密度に基づき設定

設計S波速度は，室内配合試験及び既往文献を踏まえて設定

基準平均有効拘束圧　σma' 慣用値
＊

ポアソン比　　　　　ν 慣用値
＊

減衰定数の上限値　　h max
室内配合試験の繰返し三軸試験を踏まえ，

原地盤である埋戻土のhmaxを設定

粘着力　　　　　　　c’
室内配合試験の三軸圧縮試験を踏まえ，

設置変更許可申請に記載された粘着力を設定

内部摩擦角　　　　　φ'
室内配合試験の三軸圧縮試験を踏まえ，

設置変更許可申請に記載された内部摩擦角を設定

強
度
特
性

注記＊：液状化による構造物被害予測プログラムFLIPにおいて必要な各種パラメタの簡易設定法
　　　　（港湾技研資料No.869，平成9年6月）

物
理
特
性

変
形
特
性

対象施設

種別（地盤種別）
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5. 品質確認方針 

新設改良地盤の品質確認においては，期待する役割や物性値設定の経緯に応じて品質確

認方針を設定のうえ，改良地盤の解析用物性値が確保されていることを確認する。 

なお，置換コンクリートについては，コンクリート標準示方書に基づき品質確認を実施

する。 

 

5.1 品質確認準拠基準について 

地盤改良工法の基準・指針として一般的な文献を表 5.1－1 に示す。 

高圧噴射撹拌工法による改良地盤は，高圧噴射撹拌工法の品質確認に係る詳細な記載

がされている建築センター指針を踏まえて品質確認を行う。また，薬液注入工法による

改良地盤は，薬液注入工法の品質確認に係る詳細な記載がされている浸透処理固化マニ

ュアルを踏まえて品質確認を行う。 

なお，他基準・指針における考え方も参考にして品質確認を行う。 

 

表 5.1－1 地盤改良工法の基準・指針 

地盤改良 

工法 
基準・指針名 基準略称 

高圧噴射 

撹拌工法 

2018 年版 建築物のための改良地盤の設計及び品

質管理指針－セメント系固化材を用いた深層・浅層

混合処理工法－，日本建築センター 

建築センター指針 

建築基礎のための地盤改良設計指針案，日本建築学

会，2006 
建築基礎指針 

乾式キャスクを用いる使用済燃料中間貯蔵建屋の

基礎構造の設計に関する技術規程，日本電気協会，

平成 21 年 

ＪＥＡＣ ４６１６ 

陸上工事における新層混合処理工法設計・施工マニ

ュアル 改訂版，（財）土木研究センター，平成 16

年 3 月 

陸上工事マニュアル 

港湾・空港における新層混合処理工法技術マニュア

ル，（財）沿岸技術研究センター，平成 26 年 10 月 
港湾・空港マニュアル 

薬液注入 

工法 

浸透固化処理工法技術マニュアル（改訂版），（財）

沿岸技術研究センター，2010 
浸透固化マニュアル 

薬液注入工法 設計・施工指針，日本薬液注入協会，

平成元年 6 月 
薬液注入指針 
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5.2 品質確認試験の頻度 

地盤改良工法に対する諸基準・指針における必要調査箇所数を表 5.2－1 に示す。 

高圧噴射撹拌工法による改良地盤は，建築センターに記載される試験頻度の目安を踏

まえて，改良地盤の施工数量に応じて品質確認試験を実施する。また，薬液注入工法に

よる改良地盤は，浸透固化マニュアルに記載される試験頻度の目安を踏まえ，改良地盤

の施工数量に応じて品質確認試験を実施する。 

 

表 5.2－1 諸基準・指針における必要調査箇所数 

地盤改良 

工法 
基準略称 試験頻度の目安 

高圧噴射 

撹拌工法 
建築センター指針 

検査対象層（改良範囲内の各土質）に対して，100

本の改良コラム 1 箇所以上かつ 1 検査対象群に 1

箇所以上。 

薬液注入 

工法 
浸透固化マニュアル 

改良土量 5000m3 未満は 3 箇所程度，5000m3 以上は

2500m3 増えるごとに 1 箇所追加する程度。 
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5.3 品質確認項目 

防波壁（逆Ｔ擁壁）について，設置許可段階において地震動及び地殻変動による基礎

地盤の傾斜が基本設計段階の目安値である 1/2,000 を上回ることを確認したことから，

防波壁（逆Ｔ擁壁）の改良地盤①～③は，設置許可段階において設定したＰＳ検層等に

基づく改良地盤の物性値（管理目標値）が確保されていることを確認する目的で，実施

工における強度特性及び変形特性を確認する。また，改良地盤の実施工において 4.3.2

で設定した解析用物性値が確保されていることを確認する目的で変形特性及び強度特

性を確認する。 

取水槽の改良地盤⑦に期待する役割として構造物の変形抑制があること，取水槽に設

置される機器・配管系の床応答への影響の観点から，変形特性を確認する。また，改良

地盤の実施工において 4.3.2 で設定した解析用物性値が確保されていることを確認す

る目的で強度特性を確認する。 

新設改良地盤における役割及び品質確認項目を表 5.3－1 に示す。 

 

表 5.3－1 新設改良地盤における役割及び品質確認項目 

対象施設 名称 役割 
品質確認 

項目 

防波壁 

（逆Ｔ擁壁） 

改良地盤① 
擁壁の支持 

難透水性の保持 

強度特性 

変形特性 
改良地盤② 

改良地盤③ 

取水槽 改良地盤⑦ 
構造物の変形抑制 

（機器配管系への影響） 

変形特性 

強度特性＊ 

   注記＊：実施工において解析用物性値が確保されていることを確認する目的で実施 

 

改良地盤①～③における解析用物性値は，設置許可段階において設定したＰＳ検層等

に基づく改良地盤の物性値（管理目標値）を包絡又は同等となるよう設定していること

から，実施工において解析用物性値が確保されていることを確認することで，設置許可

段階において設定した管理目標値が確保されることが確認できる。 

 

以上より，強度特性については，改良地盤の実施工におけるせん断強度が，解析用物

性値として設定したせん断強度を上回ることを確認する。変形特性については，動的変

形特性のうち支配的なパラメタである初期せん断弾性係数が大きいほうが変形抑制に

寄与することから，初期せん断弾性係数の算出に用いるＳ波速度に着目し，原位置のＳ

波速度 Vs が設計Ｓ波速度 Vsd を上回ることを確認する。 

表 5.3－2 に改良地盤①～③の管理目標値を示す。 
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表 5.3－2 改良地盤①～③の管理目標値 

 管理目標値 

強度特性 

τ(kN/m) 

変形特性 

設計Ｓ波速度 Vsd(m/s) 

防波壁（逆

T 擁壁） 

改良地盤①・② τ＝628＋σtan38.00° 590 

改良地盤③ τ＝1140＋σtan40.54° 670 

 

5.4 品質確認方法 

防波壁（逆Ｔ擁壁）の改良地盤①～③及び取水槽の改良地盤⑦の品質確認方法として，

強度特性は三軸圧縮試験により算定されるせん断強度が解析用物性値を上回ることを

確認する。また，変形特性は，ＰＳ検層により原位置のＳ波速度 Vs が設計Ｓ波速度 Vsd

を上回ることを確認する。 

新設改良地盤における品質確認方法を，表 5.4－1 に示す。 

 

表 5.4－1 新設改良地盤における品質確認方法 

対象施設 名称 品質確認項目 試験規格 

防波壁 

（逆Ｔ擁壁） 

改良地盤① 

強度特性 

変形特性 

土の圧密非排水三軸圧縮試験方法 

（JGS 0523） 

改良地盤② 
地盤の弾性波速度検層方法 

（JGS 1122） 改良地盤③ 

取水槽 改良地盤⑦ 
強度特性 

変形特性 

土の圧密非排水三軸圧縮試験方法 

（JGS 0523） 

地盤の弾性波速度検層方法 

（JGS 1122） 
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新設改良地盤における施工数量（計画）と必要調査箇所数との比較を表 5.4－2 及

び表 5.4－3 に示す。新設改良地盤の品質確認においては，既設構造物の配置等を

踏まえ，おおむね均等な配置となるよう品質確認位置を設定する。また，表 5.4－

2 及び表 5.4－3 に示すとおり，新設改良地盤の品質確認における調査箇所数は，建

築センター指針又は浸透固化マニュアルによる必要調査箇所数の目安を満足する

ように選定する。 

なお，原地盤には巨礫が多く含まれるため，改良地盤の試料採取時に，削孔器具

と礫が接触し，礫と基質（間隙内の薬液）の境界が弱体化するため，不攪乱状態で

の採取が困難であることが想定されるが，浸透固化マニュアルにおいて，改良土量

に関わらず，３箇所程度以上の品質確認を実施する記載を踏まえ，改良地盤の物性

値のばらつきを考慮し，３試料以上の三軸圧縮試験を実施する。 

改良地盤①～③の品質確認結果について，施工の進捗に合わせ，「補足 023-01 

地盤の支持性能について」にて説明する。 

 

表 5.4－2 防波壁（逆Ｔ擁壁）の改良地盤①～③の 

施工数量と必要調査箇所数との比較 

対象施設 防波壁（逆Ｔ擁壁） 

工法 薬液注入工法 

施工数量 約 47,000m3 

必要調査箇所数 PS 検層：20 本 

三軸圧縮試験：3 試料以上 

 

表 5.4－3 取水槽の改良地盤⑦の 

施工数量と必要調査箇所数との比較 

対象施設 取水槽 

工法 高圧噴射撹拌工法 

施工数量 コラム約 300 本 

必要調査箇所数 PS 検層：3 本 

三軸圧縮試験：3 試料以上 
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（参考１） 

設置許可段階における防波壁（逆Ｔ擁壁）の改良地盤の解析用物性値について 

 

防波壁（逆Ｔ擁壁）の改良地盤①～③において，設置変更許可申請書に記載された解析

用物性値のうち変形特性及び強度特性の設定方法について説明する。 

 

１．変形特性及び強度特性の設定方法 

防波壁（逆Ｔ擁壁）の改良地盤①～③について，薬液注入工法で改良を行っており，変

形特性は，図１に示すＰＳ検層結果に基づき，３層に区分して設定している。 

 

 

図１ 防波壁（逆Ｔ擁壁）の変形特性 

（資料 6-1 島根原子力発電所２号炉 耐震重要施設及び常設重大事故等対処施設の 

基礎地盤及び周辺斜面の安定性評価より抜粋） 
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また，改良地盤①～③の強度特性は，改良地盤①～③は薬液注入工法を採用している

ことから，文献（浸透固化処理工法技術マニュアル（改訂版），沿岸技術研究センター）

に基づき，改良地盤①～③の粘着力ｃは，（式１）により設定している。粘着力ｃの算定

に用いる設計一軸圧縮強度 qud については，設置許可段階で示したＳ波速度 Vs を踏まえ

，表１に示す（式２）～（式５）により設定した。 

薬液注入工法による改良地盤の内部摩擦角φは，地盤に注入された薬液が，地盤の土

粒子構造を変えることなく，地盤内の間隙水と置き換わることを踏まえ，原地盤の内部

摩擦角φを設定した。 

 

𝑐
∙tan ⁄

            （式１） 

 

表１ （式２）～（式５）及び根拠とした文献 

式 根拠とした文献 

𝑞 𝐸 100⁄  （式２） 
溶液型薬液注入工法の液状化対策への適用（港湾空

港技術研究所報告 vol.41, No.2） 

𝐸 𝐸 𝛼⁄ 𝐸 4⁄  （式３） 道路橋示方書・同解説Ⅳ下部構造編 

𝐸 2 1 𝜈 𝐺 （式４） 港湾の施設の技術上の基準・同解説 

𝐺 𝜌𝑉  （式５） 港湾の施設の技術上の基準・同解説 
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（参考２） 

設置許可段階における防波壁（逆Ｔ擁壁）の改良地盤の発生応力範囲について 

 

防波壁（逆Ｔ擁壁）の改良地盤①～③における室内配合試験の三軸圧縮試験結果におい

て，設置変更許可申請書に記載されたＰＳ検層等に基づく物性値（管理目標値）である強

度特性が確保されることを確認するため，せん断強度を指標としている。 

室内配合試験におけるせん断強度が，改良地盤の発生応力範囲内において管理目標値で

あるせん断強度が確保されていることを確認するため，設置許可段階の基礎地盤の安定性

評価における改良地盤①～③の発生応力範囲を確認する。 

 

基礎地盤の安定性評価においては，基準地震動Ｓｓに対する２次元地震応答解析を用い

ており，防波壁（逆Ｔ擁壁）における基礎地盤の安定性評価の評価結果を図１に示すとお

り，評価基準値である 1.5 を上回ることを確認している。当該解析結果を用い，改良地盤

①～③の発生応力範囲を確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 防波壁（逆Ｔ擁壁）における基礎地盤の評価結果 

（資料 6-1 島根原子力発電所２号炉 耐震重要施設及び常設重大事故等対処施設の 

基礎地盤及び周辺斜面の安定性評価より抜粋） 

 

 

 

 

発生応力範囲の確認ケース 
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図１に示す評価ケースのうち，すべり面が改良地盤を通過するケース３について，改良

地盤内の最大主応力を図２に示す。改良地盤の発生応力範囲は，改良地盤①及び②では約

80～450kN/m2 であり，改良地盤③では約 20～1100kN/m2 であることを確認した。 

 

 

図２ 防波壁（逆Ｔ擁壁）の改良地盤における最大主応力 

（図１におけるケース３） 
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当該発生応力範囲内において，室内配合試験で実施した三軸圧縮試験結果について，設

置変更許可申請書に記載されたＰＳ検層等に基づく物性値（管理目標値）である強度特性

と比較を行った結果，図３に示すとおり管理目標値を上回ることを確認した。 

 

 

図３ 室内配合試験による供試体のせん断強度τR 及び 

設置変更許可申請書に記載された改良地盤①～③のせん断強度τd との比較 
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